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第１章 序論 

 

1.1 本論文の背景と目的 

現在、我が国の総人口は 2004 年をピークに減少に転じ、2020 年代後半には全ての都道

府県で人口が減少すると予測されており、また、出生数の減少により、生産年齢人口も 2013 

年には 8,000 万人を割り、急速に減少すると推計されている。さらに、我が国の財政状況

は、1990 年代以降、国・地方とも公債発行残高が急増し、財政収支の赤字が拡大するなど

急速に悪化しており、今後、地域住民が新たな負担をせずに、十分な公共投資や行政サー

ビスを享受することは、全国的に困難になることが見込まれる。特に、人口減少・高齢化

社会において、分散して居住している場合、限られた財政下では効率的な公共投資が難し

く、日常生活に必要なサービスが十分に享受できなくなる。そのため、これまでの高度経

済成長期の急速な人口増加、都市の拡大の状況においては、都市基盤は着実に整備された

が、今後は、既存の都市基盤を活用した都市再生への政策転換が必要である。 

つまり、既存の都市基盤を活用し、居住地の近くに医療・福祉施設、商業施設等が集積

し、過度に自動車依存せず公共交通によりアクセスできるなど、日常生活に必要なサービ

スや行政サービスが存在する集約型都市構造に向けた政策が重要である。 

こうした背景を受け、全国の都市では集約型都市構造へ向けた取り組みが進み、札幌市

においても、2013（平成 25）年に「札幌市まちづくり戦略ビジョン」を策定し、目指すべ

き都市像として公共交通を中心とした集約型のまちとしている。しかし、交通機能や都市

施設などの郊外化が定着した都市において、コンパクトな都市構造の実現に向けては、都

市政策や交通政策、財政政策など多様な側面から人口流動を促す効果的な政策立案が重要

となる。特に、郊外部において居住環境や交通利便性が高い場合、都市の集約化は容易で

はなく、今後は都心部の居住環境や交通利便性がより高い都市構造に転換し、低密度で交

通の利便性も低い地域の人口を増やさないことを目指す都市政策が有効と考える。また、

集約化を進める上では、多角的な視点から、実態を踏まえ都市構造を評価し、課題を把握

する必要がある。 

しかし、これまで都市構造に関する評価は、集約型都市が交通や環境に与える影響を対

象とし、集約型都市構造が実現した場合の効果検証に主眼がおかれ、現状の都市構造を多

角的な視点から評価する手法は確立されていなかった。 

そこで本論文では、ネットワーク DEA(包絡分析法:Data Envelopment Analysis)を用いて、

効率性の観点から都市の集約化に向けた都市構造評価手法を構築することを目的とする。

即ち、「居住利便性」、「道路空間サービスレベル」、「歩行空間サービスレベル」の 3 つの観

点から、都市構造を評価し、都市の集約化の方向性を論ずるものである。 
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1.2 本論文の構成 

第 1 章では、本論文の目的と構成を示す。 

第 2 章では、集約型都市構造を取りまく環境や課題、これまでの集約型都市構造に関す

る既存研究を整理し、本論文の位置づけを明らかにする。 

第 3 章では、本論文における都市構造評価手法を構築し、手法として用いた DEA 及びネ

ットワーク DEA の概要、理論、利点と問題点等を論説する。 

第 4 章では、本論文の分析対象地域である札幌市の都市変遷として、人口構造、市街化

区域面積の推移、都市交通の変遷について整理する。 

第 5 章では、札幌市の各地域の「住民生活利便性」、「公共交通利便性」、「自動車利便性」

の 3 つの利便性に着目し、ネットワーク DEA を用いて効率性の観点から評価を行い、都心

回帰を促進するための方策を提案する。 

第 6 章では、道路整備における「円滑性」と「安全性」の双方の観点から、ネットワー

ク DEA を用いて、総合的に各地域の道路空間サービスレベルを評価し、都心回帰を促進す

るために優先的に整備すべき道路空間について提起する。 

第 7 章では、自動車を主体とした整備が進められてきた歩道部に着目し、DEA の CCR

モデルを用いて現状の歩行者数や自転車数などの容量的な指標のみならず、沿道の施設整

備状況や、地域の将来高齢者人口を勘案して各地域の歩行空間サービスレベルの評価を行

う。 

第 8 章では、5 章から 7 章で評価した各地域の「居住環境利便性」、「道路空間サービス

レベル」、「歩行空間サービスレベル」の 3 つの観点から都市構造を分類し、札幌市の集約

化に向けた改善すべき課題について明確にする。 

第 9 章では、本論文で得られた成果をまとめ、今後の課題を整理する。 
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第 2 章 既存研究と本研究の位置づけ 

 

2.1 集約型都市構造に向けた課題 

これまで地方都市においては、人口増加や車社会の進行、都心部と比較して安価な地価

などを背景とし、住宅の郊外立地により、市街地が拡大するとともに低密度化が進行して

きた。郊外部では、本来利便性が都市部と比較して低いにもかかわらず、地価の安さを背

景とした住宅立地や自動車による郊外型大型商業施設へのアクセス利便性等により、自動

車中心の都市が形成されてきた。 

しかし、今後は急速な人口減少と高齢化社会が進展する中、従来の人口増加を背景とし

て実施してきた郊外部への市街地整備を主とした「拡散型都市構造」から、合理的な都市

構造を目指し計画的に都市空間の再編成を誘導していく「集約型都市構造」の転換が必要

である。 

初期の都市形成は生産・消費の機能が都心部に集積し、密度の高い都市空間が形成され

ていたが、地価の安さを背景として、郊外における道路網整備やモータリゼーションの進

展、自家用車依存型の生活スタイルの変化、さらには公共交通サービスの充実等により、

市街地の拡大は加速した。 

また、都市施設や商業施設の郊外立地によって、都心部に集積していた機能は郊外に分

散し、都心部の求心力が低下した。特に地方都市においては、顕著な中心商業地の衰退や

都心のスプロール化といった都市問題が発生した。このような市街地の拡大は、公共交通

の利用低下を招き、それが運賃の値上げや利便性の低下を引き起こすといった悪循環を引

き起こした。一方で、自動車交通は移動性や快適性に優れているため、さらに自動車需要

を加速させ、道路混雑や環境問題の進行を引き起こし、混雑緩和のためさらなる道路整備

を必要としている。 

このような背景から、現在都市が抱えている多様な課題を解決するために、既存の都市

施設を活用し、環境への負荷が少ないコンパク卜にまとまった都市を形成することが必要

であるという集約型都市構造の概念が生じてきた。 

2006 年の社会資本整備審議会答申「新しい時代の都市計画はいかにあるべきか」の具体

的な検討課題として、中心市街地は対策を講じながらも、なお空洞化が止まらないことが

示された。これは都市全体に進行している「都市機能の無秩序な拡散」ということが、構

造的な原因の一つである。この解決には、多くの人にとって暮らしやすい都市づくりを行

う観点に立って、広域的サービスを担う商業、行政、医療、文化等の諸機能の立地を集約

し、自動車に依存しないアクセシビリティを確保するような「集約型都市構造」に転換す

るための「都市構造改革」を必要としている。特に、都市全体から多数の来訪者を招く「広
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域的都市機能」の立地は、都市計画手続を通じて公正・透明に、地域で「よく判断」する

仕組みとすべき 1)としている。  

つまり、現状の拡散型都市構造を放置した場合、各都市機能が拡散していくことで、結

果として、都市全体を高い水準で維持することが困難であると考えられる。 

また、「人口減少等社会における市街地の再編に対応した建築物整備のあり方について」

においては、人口減少社会の到来など経済社会の変化や都市の成熟化に対応して、都市構

造を転換し、一定の都市機能が集積した都市構造を目指すことが示されている。その場合、

都市機能の配置は、生活する多くの人にとって利便性が高く、暮らしやすいような都市を

つくるという視点が重要である。このため、インフラや周辺環境に大きな影響を与える広

域的都市機能を有する施設の無秩序な立地を規制し、立地可能な用途地域の見直しや、白

地地域における用途制限の導入により、これらの施設の立地の際には都市計画手続を必要

とする仕組みにすべきであり、まちなか居住の推進をはじめ、多様な都市機能の集積する

市街地整備方策が重要である 2)としている。 

しかし、現時点の都市に着目すると、集約型都市構造へ転換政策をあげながら、その効

果が表れていないのが実情でもある。つまり現状では、集約型都市構造の必要性を認識し

ながらも、郊外部の住宅開発や郊外型大型商業施設の立地が進展しており、この要因は経

済的な要素としての利潤最大化と環境負荷低減を考えた土地利用施策の一体化が図られて

いないことが要因である。さらに、税収増加のための開発誘導と長期的な費用増加を判断

できず、結果的に集約化の利点が正しく判断されていない。 

従って個々の開発事業が経済、社会、環境といった要素に重視され、かつ影響があるこ

とは概念としては理解されていても、都市全体に及ぼす影響については把握できず、また

その評価についても不明瞭である。 

集約型都市構造は、「環境負荷削減」、「都市経営費用の削減」の２つの利点があげられる

が、「環境負荷削減」は集約化型都市構造になると、搬送エネルギーの削減、都市施設の新

設や更新の削減、集合住宅増加によるエネルギー効率の向上、移動交通量の減少の結果、

都市から排出される二酸化炭素排出量は減少する。一方で、集約型都市構造に移行する過

程で排出される二酸化炭素排出量により、削減効果が相殺される可能性があると考えられ

ており、同様に「都市経営費用の削減」についても移行する過程で相殺される可能性があ

ることは課題である。 
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2.2 既存研究のレビュー と本研究の位置づけ 

集約型都市構造についての既存研究をみると、最も多い研究分野の一つは、環境負荷の

削減効果に関する研究である。黒田ら 3)は神戸市、堀ら 4)は宇都宮都市圏、小島ら 5)は仙台

都市圏を対象に集約化による環境負荷削減効果について分析を行い、都心居住や高密度開

発の有効性を示している。また、谷口ら 6)や中井ら 7)は、都市構造と交通部門の CO2 排出

量の関係を明らかにしている。この他に中道ら 8)は、自動車依存した生活をしていた居住

者が都心へ転居後の自動車利用について、意識調査を継続的に行い、 CO2 排出量削減が望

めることを明らかにしている。 

一方で、集約化が都市経営に与える影響の研究として、小瀬木ら 9)は市町村道、上下水

道を対象として維持管理費用を推計している。また、土屋ら 10)は全国の将来人口を考慮し、

道路維持管理費を算出し、集約化の進行度により維持管理費が異なることを定量的に示し

ている。この他に、特定の指標の利点を定量的に評価する研究は多く見られるが、森本ら

11)は多角的な視点から、財政と環境の総合的な評価を行い、財政面の効果は大きいが環境

負荷低減については、都市の集約化だけでは困難であるとしている。 

このように集約型都市構造が形成された場合の有効性に関する研究は多く見られる一方

で、安立ら 12)は集約型都市構造を形成するする過程についてシナリオを設定し、各シナリ

オにおいて、都市サービスの撤退における居住者への影響を考慮した分析を行っている。 

都市構造分析についての既存研究では、中西ら 13)や小坂ら 14)は地方自治体が効率的に都

市構造の検討ができるように地域メッシュ統計から、都市構造の実態を示す指標を検討し、

都市間比較を行っている。また、赤星ら 15)は公共交通のダイヤの時空間ネットワークを構

築し、低頻度の公共交通網の地域の移動利便性を評価している。大庭ら 16)は中心商業地と

郊外店舗の競合関係から、交通と住居・商業立地に関する都市モデルを構築し、仮想都市

を対象とした数値シミュレーションにより、交通運行頻度によるコンパクト化と中心市街

地活性化の関係性を明らかにしている。また、奥村ら 17)は、都市構造の人口密度に着目し、

一定以上の人口を有する全国 163 都市を対象とし、DID 人口密度と乗用車保有率の経年的

な変化を把握し、それらがどのように関連しているのかを分析している。その結果、近年

は DID 人口密度及びその変化が乗用車保有率の増加量に関連していることを明らかにした。 

集約型都市実現に向けた施策論として、古澤ら 18)は郊外部から中心部の住み替えに有効

と思われる施策として、居住費補助や高齢者向け住宅整備などに着目し、その実現性につ

いて検討している。また、海外においても立地誘導策は多様な目的で実施され、自動車依

存が極めて高い米国において、深刻な問題である交通渋滞の解決策として Deakin19)は道路

混雑緩和のため土地利用と交通計画の政策評価をしている。一方で Cevero20)はサンフラン

シスコを対象に、鉄道駅周辺の住宅開発の実態を調査し、公共交通を中心とした住宅開発
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の有効性を明らかにしている。近年では、立地誘導策はより多様な目的の中で実施される

ようになり、土井ら 21)は立地効率性(Location Efficiency)を公共交通指向型開発(TOD)の最も

重要な概念とし、立地効率貸付制度(LEM)を紹介している。最後に鈴木ら 22)は各自治体の

多様な立地誘導策を整理し体系化を行った結果、3 つに大別できることを明らかにしてい

る。 

以上のように既存研究は、集約型都市構造の形成もしくは形成過程において、集約型都

市構造の利点を定量的に研究したものが多い。つまり、集約化された後の利点に着目した

効果検証が行われている。また都市構造分析については、統計データによる指標の検討や

可視化、時空間ネットワークや都市モデル構築により交通運行頻度による都市のコンパク

ト性を評価したものとなっている。さらに、集約型都市構造の実現に向けた施策論の既存

研究では、多様な施策案を導入する場合の手法論やその有効性を示したものが多く、各地

域の課題を把握し、それに対しどのように集約させるべきか、もしくは集約化が可能であ

るかを論じているものではない。つまり、現状として集約型都市構造を目指せる都市構造

か否かの評価がされていない。 

また本研究で用いた DEA（Data Envelopment Analysis:：包絡分析法）の既存研究として

は、主に経営学分野における研究が多いが、近年は土木工学分野においても研究が進んで

いる。交通分野において、荒谷ら 23)24)は DEA を用いて都市間交通のモビリティを表す指標

を提案し、その指標を用いて地域格差の分析を行っている。また、岸ら 25)は、DEA におけ

る時系列分析法のウィンドー分析法により、経営と都市機能の観点から地下鉄事業を評価

し、事業体の改善のための数値目標を提示している。東本ら 26)27)は DEA を用いて、バス事

業者と利用者の視点から総合的な効率性評価方法を構築し、札幌市内の各バス路線の効率

性を評価している。また、改良型ウィンドー分析法による帰宅時間のバス運行サービスに

ついての評価 28)や札幌市の各バスターミナルの乗継機能の評価 29)を行っている。 

DEA による環境評価手法としては、谷口ら 30)は環境総合評価が評価の高い評価項目より

も評価の低い評価項目にひきずられる傾向があることに着目し、効率的な政策順位決定の

ために DEA の導入を提案している。また、行政評価手法として、中島ら 31)は全行政活動を

対象とし、課題を有する行政分野に対して定量的な改善案の提示を可能とする自治体の行

政活動の総合的評価手法を提案している。 

DEA による優先順位決定手法として、福田ら 32)は災害発生後に重要な機能を果たす施設

の数や緊急輸送ネットワークの道路延長を要因とし、各箇所の危険性・重要性にみられる

「事情」を反映した公平性の高い順位評価をしている。佐藤ら 33) は災害防除施設施工の優

先度の判定を行うため、収集したデータから一元化された指標を抽出し、より妥当性のあ

る評価から施工優先順位決定手法を構築している。海原ら 34) は急傾斜地崩壊対策施設整備
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に対して、設定者の意思に左右されない客観的で公平な施設整備優先順位設定法を提案し

ている。三上ら 35)や小幡ら 36)37)は、北海道内国道橋の補修実績データを用いて、補修優先

順位を決定し、評価項目の妥当性を検証している。 

また、尹ら 38)は下水道管渠施設の定量的でかつ客観的な老朽度および損傷度合いの評価

法を提案し、実際のデータを用いて有効性を検証している。 

このように、本研究で用いる DEA の既存研究では、事業効率化に向けた研究や災害施設

整備などの災害対策を進める上での優先順位決定手法として用いられた研究が多く、都市

構造を評価するために用いられた研究はない。 

本論文は、都市の集約化による効果や、集約型都市構造を目指す中での公共交通への転

換の必要性を述べるものではなく、都市の集約化に向けた都市構造評価手法の構築を主目

的としていること、さらにその評価手法として、効率性の観点から DEA を適用していると

ころに特徴がある。 
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第３章 都市の集約化に向けた都市構造評価手法の構築 

 

3.1 概説 

本章では、本論文における 3 つの観点である「居住環境利便性」、「道路空間サービスレ

ベル」、「歩行空間サービスレベル」から都市構造評価手法を構築する。 

都市の集約化を進める上で、郊外部と比較して都心部の利便性をより高めることが重要

であるが、特に地価に見合った居住環境の利便性、道路空間や歩行空間などの交通利便性

の 3 つの観点から都市構造を評価することで、都市の集約化を進める上での現状の都市構

造の問題点が把握可能である。 

また、手法として用いた DEA 及びネットワーク DEA の概要、理論、利点と問題点等を

論説する。 
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3.2 集約型都市構造と拡散型都市構造  

拡散型都市構造とは、人口増加による郊外部への宅地開発により、都心部に集積していた

機能が郊外に分散し、都心部の求心性が低下した都市構造である。拡散型都市構造は、市街地

の拡大による公共交通機関の利便性の低下を引き起こす一方で、自動車交通は移動性や快適性

に優れているため、さらに自動車需要を加速させ、道路混雑や環境問題の進行を引き起こして

いる。今後、拡散型都市構造を放置した場合、自動車利用できない高齢者などが公共施設や

商業施設などの利用が困難になる生活利便性の低下、人との交流や賑わい、文化などの機

能がなくなる生活空間の魅力喪失、自動車利用の増大や郊外開発による環境負荷の増大が

あげられる。 

このような背景から、現在都市が抱えている多様な課題を解決するために、既存の都市

施設を活用し、環境への負荷が少ないコンパク卜にまとまった都市を形成することが必要

であるという「コンパクトシティ」の概念が生じてきた。国土交通省の社会資本整備審議

会都市計画部会における「都市政策の基本的な課題と方向検討小委員会」1)の報告（2009

年 6 月）の中で、コンパクトシティの概念を示している。この中では、「一定程度集まって

住み、そこに必要な都市機能と公共サービスを集中させ、良好な住環境や交流空間を効率

的に実現する「集約型都市構造」を持つコンパクトシティを目指すべき」となっている。 

集約型都市構造とは、限定された集約拠点に対して、都市施設を高密度に配置し、域内

での都市機能を高め，市街地整備と交通施策が連動し、複数の集約拠点とその他の地域と

が公共交通を基本に連携されている都市構造と定義される。 

 

 

図 3.2.1 拡散型都市構造と集約型都市構造のイメージ図 1)  
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3.3 都市の集約化に向けた都市構造評価手法の構築 

現在、多くの地方都市では、中心部の魅力を高めるために市街地再開発事業等を実施し

ているが、中心部の地価は高く、住宅や公共施設の立地による中心部の活性化は進まず、

集約型都市に向けた課題は多い。また、バイパスや高速道路網の整備を背景としたモータ

リゼーションの進展により、自動車移動を前提とした都市の形成が進んでおり、郊外型商

業施設等の沿道型施設の立地が進展している。さらに、中心部と郊外部を結ぶ公共交通機

関利便性が低い場合、自動車の中心部への乗り入れにより、交通渋滞や歩行者の利便性や

快適性が低くなる。 

人口が郊外へ流出した要因として、行政主導による郊外部の計画的な整備は勿論である

が、中心部では住宅が狭小であり、居住費が高く、自動車の利便性が低いことなども要因

となっており、人口減少する中では、これらを改善しなければ集約型都市構造を目指すの

は難しい。しかし、どこまで中心部を改善すべきかという点では、各地方都市において目

標を定めることも困難である。つまり、中心部の何を改善すれば、集約型都市構造が促さ

れるのかを明確にする必要がある。 

ここで、今後の集約型都市構造を考える上で、急激な人口増加への対応として行政主導

の施策により、計画的に拡散型都市構造を形成したと考えると、今後の人口減少において

は、それとは対照的な施策が必要である。つまり、現在の拡散型都市構造が、郊外部への

区画整理事業による宅地整備やそれに対する道路交通網、公共交通網の整備・拡充が大き

く寄与し、集約型都市構造が進まないと考えるのであれば、郊外部は中心部よりも、住環

境の利便性や交通サービスは同等以上に高いと考えることができる。 

そこで、本章では拡散型都市構造へ寄与した要因である住環境の利便性や交通サービス

の観点から、集約化に向けた都市構造評価手法を構築する。つまり、拡散型都市構造を促

した観点から現状の都市構造を評価し、各地域の評価結果の分布状況を分析することで、

各地域の課題を明確にすることができる。本研究では、拡散型都市構造に寄与した要因と

して、宅地開発の観点から居住費に対して住環境の利便性を評価する「居住環境利便性」、

宅地開発に対して整備・拡充された道路空間を評価する「道路空間サービスレベル」、同様

に整備された歩行空間を評価する「歩行空間サービスレベル」の３つの観点から各地域を

評価する。 

本来、都心部は居住費が高い分だけ、居住環境利便性や交通利便性は高次な水準を有す

るべきである。しかし、近年は郊外部の方が居住費が安いにもかかわらず、高い利便性を

有していることが多く、このことが都心部への集約化を阻む要因となっている。つまり、

郊外部の方がかかる居住費に対して、高い利便性を享受できている。そこで、本研究では

効率性を評価する包絡分析法（Data Envelopment Analysis;DEA）を適用する。効率性の観点
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から各地域を相対評価することで、最も効率的に高い利便性を産み出している地域に対し

て、その他の地域がどの程度利便性が低いかを把握する。さらに、DEA を用いることで、

利便性が低い地域は、利便性が高い地域を目指す改善案を提示できる。つまり、集約型都

市構造に向けて、効率的であるべき都心部の改善案を示す。 

まず、ネットワーク DEA を適用し、各地域の「居住環境利便性」として、効率性の観点

から相対評価を行う。つまり、都心部への集約化を停滞させている要因として、高い居住

費に見合った利便性を享受できていないと仮定し、「住民生活利便性」、「公共交通利便性」、

「自動車利便性」の観点から各地域の効率性を定量的に分析することにより、「居住環境利

便性」を総合的に評価する。ここで、各地域居住者のトリップを評価要因に設定すること

で、居住者の行動を考慮した評価が可能である。（第 5 章） 

次に、ネットワーク DEA を用いて、効率性の観点から道路空間サービスレベルについて

相対評価を行う。評価要因として、都市の集約化を進める上では、各地域の道路空間サー

ビスレベルとして、混雑や渋滞を表す円滑性の評価が重要であり、それに伴い事故の危険

性も懸念されることから、安全性についても評価する。ここでは、居住者だけではなく、

他地域から流入あるいは通過する自動車交通の観点から、各地域の道路空間サービスレベ

ルを評価する。具体的には、道路空間における円滑性のサービス水準を表す指標である混

雑度と旅行速度に関連性が高い要因に着目し、円滑性を評価する。同時に安全性について

も、事故件数と関連性が高い要因に着目し、安全性を評価する。（第 6 章） 

さらに、道路空間と同様に、歩行空間についても容量的観点から通行機能と都市計画的観

点から都市施設へのアクセス機能に着目し、DEA を用いて歩行空間サービスレベルを相対

評価する。（第 7 章） 

以上の 3 つの観点から、札幌市の各地域を総合的に評価することで、集約型都市構造に

向けて、改善すべき要因について明確にする。（第 8 章） 
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3.4 DEA の概要 2)3)4)5) 

包絡分析法（Data Envelopment Analysis;DEA）は、1978 年に European Journal of Operation 

Research の中で、テキサス大学の A.チャーンズと W.W.クーパー両教授によって開発された

4)。DEA は経営効率分析法とも訳され、経営効率や計画したことが効果的に行われたかど

うかを評価するときに用いられる。 

経営活動などでは、原材料・設備・労働力・資金・サービス・宣伝など多くの種類のも

のを投入し、生産物・利潤・信用・顧客などの多くの種類のものを産出する。このように、

複数の投入と、複数の産出を比較し、投入に対する産出の比は効率性を測定する相対尺度

となる。このとき、少ない投入物で大きい産出物を得ることを効率的ととらえる。事業体

の活動を資源の入力から、便益を出力する変換過程として見た場合、効率性を測定するた

めには（出力/入力）という比を用いて、その変換過程の効率性を測定するのが比率尺度で

ある。とりわけ、経営効率の評価は、支出と収入の比を用いて効率性を評価するのが一般

的であるが、多入力・多出力データにおいては、比率尺度による効率性評価は容易ではな

く、多基準型の評価問題の解法を得意とするのが DEA である。 

DEA ではこのような効率性を、同じような投入と産出を行って活動している複数の対象

を比較し評価する。したがって、DEA では分析対象となる組織を意志決定者（Decision 

Making Unit;DMU）とよび、この DMU は事業体と訳されることもある。 

DEA は、図 3.4.1 に示されるような、観測値の集合から情報を引き出すための新しい原

理を含んでいる。 

 

 
図 3.4.1 DEA と回帰の比較 
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データ全体に対する単一の回帰平面を最適化することを目的とするパラメトリックな方

法とは対照的に、DEA は個々の観測点ごとに最適化を行う。その際にはパレート効率的な

DMU の集合によって決定され、離散的な部分線形フロンティアを計算するという目的に関

して、最適化を行うことになる。パラメトリックな方法もノンパラメトリックな方法も、

どちらもデータに含まれているすべての情報を使っている。パラメトリックな分析では、

単一の最適な回帰式が全 DMU に対して当てはまると「仮定」されている。逆に、DEA は

個々の DMU の性能尺度を最適化する。このことは、架空の「平均的」な DMU を示す代わ

りに、個々の DMU についての解釈を明確化するということになる。つまり、単一の最適

化を行う統計的手法では、「平均」やパラメーター推定を行うのに焦点を合わせているのに

対して、DEA ではその分析に n 回の最適化が必要なことで表されるように、「個々」の観

測対象に焦点を当てている。 

パラメトリックな方法では、独立変数を従属変数に関連づける特定の関数形を決める必

要がある。選ばれた関数形については、その誤差項についての特別な設定等の多くの制約

が必要であるが、DEA では関数形に関する仮定は一切必要としない。DEA では、効率的フ

ロンティア上にある DMU を効率的、それ以外は非効率的と評価し、非効率的な DMU は効

率的フロンティアを基準として、相対的に効率性が計算される。 

効率的フロンティアは、DMU の集合に関して得られる様々な量の単一出力を生産するの

に使われる様々な単一入力量のデータを使って、DEA から導出されたフロンティアを表し

ている。DEA の計算では、各 DMU の相対的な効率性尺度が得られるが、これは各 DMU

の出力と入力に対する実際に観測された値を使って、他の全ての DMU との関連の中で計

算される。つまり、各 DMU に対して DEA で得られるウェイトの集合は、他の全ての DMU

に対しても実行可能でなければならないという条件のもとで、その DMU の相対的効率性

得点を最大化するようになっている。 

また、DEA ではそれぞれの非効率的な DMU に対して、入力と出力の各々に対する非効

率性の源とその水準を明らかにすることができる。非効率性の水準は、効率的フロンティ

アとの比較によって決定されるが、これは不等式制約を満たした上で、他の入出力を悪化

させることなく、いくつかの出力を増加させうる解、あるいは入力を減少させうる解を求

めることにより達成される。なお、非効率的な DMU に対する潜在的な改善量は、射影が

効率的フロンティア上にある比較可能な DMU の最良の実践フロンティアに基づいている

ので、実現可能な潜在的改善量を示唆するものである。 
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DEA の主な特徴は以下のように整理できる。 

 

（1）母集団平均ではなく、個々の観測に的を当てる。 

（2）望んでいる出力量を生産するための入力因子の利用量に関して、各 DMU について

単一の総合的尺度をつくる。 

（3）それぞれが異なる測定単位で記述されている複数の出力と、複数の入力を同時に利

用できる。 

（4）外生変数に対して調整できる。 

（5）カテゴリー・ダミー変数を含むことができる。 

（6）値は自由であり、入力や出力に対する事前のウェイトや価格に関する知識を必要と

しない。 

（7）生産関数を表す関数形に関する制約はおかない。 

（8）必要なときには判断を取り込める。 

（9）効率的フロンティアよりも下にある非効率的な DMU を、効率的フロンティア上に

射影するための、望ましい入力や出力での変化量を推定することができる。 

（10）パレート最適である。 

（11）平均的傾向としてのフロンティアの特徴よりは、むしろ顕現された最良の実践を

示すフロンティアに的を当てている。 

（12）各 DMU の相対評価において、厳密な公正基準を満足する。 
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3.5 DEA の基本構造 2)3)4)5) 

3.5.1 データの条件 

DEA の分析対象となる事業体は会社、学校、病院、都道府県、市町村などのように多種

多様であるが、これらの事業体はそれぞれのカテゴリー毎に似たような機能を持って活動

している。なお、事業体が n 個存在するとした場合、それらを DMU1、DMU2、・・・DMUn

と表すこととする。 

DEA を適用する際には、それぞれの生産活動に共通した投入（入力）と産出（出力）項

目を選ぶが、一般的な選び方は次のような方針をとる。 

 

（1）n 個の事業体はある程度、独立して経営を行っていると考える。 

（2）投入項目、産出項目とも数値データを準備する。一般に、入出力値は原則としてす

べて正とする。 

（3）全ての事業体は同数の入出力を持っていると考える。入出力数が各事業体によって

異なる場合は、相対比較できないので DEA では通常は取り扱わない。 

（4）原則として、ある出力を得るための入力に関して言えば、値の小さいものほど好ま

しく、ある入力による出力に関しては大きいものほど好ましい状態にあるとする。 

（5）投入項目、産出項目の数値の単位は任意にとってよい。 

 

今、m 個の投入項目と s 個の産出項目が選定され、DMUj の投入（入力）データを

mjjj xxx ,,, 21 L 、産出（出力）データを sjjj yyy ,,, 21 L とする。各事業体の生産活動に関す

るデータを縦に並べて行列を作り、入力データ行列X と出力データ行列Y とする。X は（m

×s）型、Y は（s×n）型の行列で表される。 
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3.5.2 CCR モデル 

複数の事業体それぞれについて比率尺度で効率性を測定するのが DEA であるが、対象と

なっている k 番目の事業体を DMUkとした場合、DEA では DMUkの効率値θを最大化する

ように入力値と出力値の重みを決める。 

入力につける重みを ),,2,1( mivi L= 、出力につける重みを ),,2,1( srur L= とした場合、

各々の重みは次の分数計画問題を解くことで定めることができる。 

 

 目的関数  
mkmkk

skskk

xvxvxv
yuyuyu

+++
+++

=
L

L

2211

2211maxθ   （3.5.1） 

 制約式  ),,1(1
11

11 nj
xvxv
yuyu

mjmj

sjsj L
L

L
=≤

++
++

　   （3.5.2） 

 入力値へのウェイト 0,,, 21 　≥mvvv L   （3.5.3） 

 出力値へのウエイト 0,,, 21 　≥suuu L   （3.5.4） 

 

式（3.5.2）は、その制約式で、仮想的に考えられた総入力と総出力の比を全ての事業体

の生産活動において、1 以下に抑えるようにモデル化されている。その上で、k 番目の事業

体の効率性θを最大化するように重み iv 、 ru を決めている。したがって、最適なθの値 *θ

は 1 である。 

なお、DEA の実用的な解法としては、上の分数問題計画により、次の線形計画問題を一

般的な線形計画法のアルゴリズムによって解く方がよい。 

 

 目的関数  sksk yuyu ++= L11max θ       （3.5.5） 

 制約式  111 =++ mjmj xvxv L       （3.5.6） 

   ),,2,1(1111 njxvxvyuyu mjmjsjsj LLL =++≤++  （3.5.7） 

 入力値へのウエイト 0,,, 21 　≥mvvv L   （3.5.8） 

 出力値へのウエイト 0,,, 21 　≥suuu L   （3.5.9） 

 

最適解を ),( ** uv とし、目的関数値を *θ とする。そのとき、DEA では以下のように定義

する。 

1. 1* =θ ならば、DMUkは D 効率的である。 

2. 1* <θ ならば、DMUkは D 非効率的である。 
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また、DMUkが 1* <θ （非効率的）のとき、次のような等式が成立する j が存在する。 

 

 
⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
⎧

=== ∑ ∑
= =

s

r

m

i
ijirirk njxvyujR

1 1

** ,,1,: L   （3.5.10） 

 

この集合 )( kR は DMUkを非効率と判定させるもとになっている事業体群である。その意

味で、DMUk に対する参照集合という。この参照集合 )( kR は効率的フロンティアの一部を

形成している。容易にわかるように、この集合に属する事業体はそれ自体が効率的である。

式（3.5.5）から（3.5.9）をより短く書くと、 

 

 目的関数 max ∑
=

s

r
rkr yu

1
  （3.5.11） 

 制約式  ∑ ∑
= =

≤+−
m

i

s

r
rjriji yuxv

1 1

0  ),,2,1( nj L=   （3.5.12） 

   ∑
=

=
m

i
iki xv

1

1  （3.5.13） 

  0≥iv  ),,2,1( mj L= 、 0≥ru  ),,2,1( sr L=   （3.5.14） 

 

となる。その双対性は、 

 

 目的関数 min θ   （3.5.15） 

 制約式  ∑
=

≥+−
n

j
ikjij xx

1
0θλ   ),,2,1( mi L=   （3.5.16） 

   ∑
=

≥
n

j
rkjrj yy

1
λ   ),,2,1( mr L=   （3.5.17） 

   0≥jλ  ),,2,1( nj L= 、θ：制約なし  （3.5.18） 

となる。 

式（3.5.11）～（3.5.14）、式（3.5.15）～（3.5.18）が CCR（Charnes-Cooper-Rhodes）モデ

ルと呼ばれる DEA の基本モデルである。式（3.5.11）と式（3.5.15）の目的関数は双対定理

により一致し、DEA 効率値を示している。 
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3.5.3 参照集合と効率化への改善案 

DEA は事業体の効率性を示すだけではなく、同時に非効率な事業体の改善案についても

示すことができる。DMUkが非効率であるとき、DMUkを非効率と判定させるもとになって

いる参照集合は、 

 

  { }njjR jk ,,2,1,0* L=>= λ   （3.5.19） 

 

として表される。この式は、式（3.5.10）と同等である。 

参照集合 Rkに属する事業体は効率的であり、Rkに属する事業体の存在が、DMUkを非効

率とさせる原因であり、この集合を非負結合させたものが、DMUk の効率値を決定させる

効率的フロンティアを形成する。 

式 （ 3.5.15 ） ～ （ 3.5.18 ） に お い て 、 DMUk の 効 率 値 は 、 DEA 最 適 解 を

),,,,,,,,,( **
1

**
1

**
1

* y
s

yx
m

x
n dddd LLL λλθ とすると、この効率的フロンティア上のダミー事業

体 ),,,,,( 1
*

1
*

skkmkk yyxx LL θθ と相対比較することで決定される。ここで、 kx1
*θ と rky は

次のように表される。 

 

  ∑
∈

+=
kRj

x
iijjik dxx *** λθ  ),,2,1( mi L=   （3.5.20） 

  ∑
∈

−=
kRj

y
rrjjrk dyy **λ  ),,2,1( sr L=   （3.5.21） 

すなわち、DMUk は入力を *θ 倍に縮小し、さらに余剰を除去する。出力は不足を補うこ

とで、効率的な事業体となる。DMUk の入力の過剰量 )( ikxΔ 、出力の不足量 )( rkyΔ は次の

ように表される。 

 

 **** )1()( x
iik

x
iikikik dxdxxx +−=−−=Δ θθ  ),,2,1( mi L=   （3.5.22） 

 *y
rrk dy =Δ   ),,2,1( sr L=   （3.5.23） 

 

よって、 

 ** x
iikikikik dxxxx −=Δ−⇒ θ  ),,2,1( mi L=   （3.5.24） 

 *y
rrkrkrkrk dyyyy +=Δ+⇒  ),,2,1( sr L=   （3.5.25） 

 

とすれば、DMUkは効率的な事業体となる。 
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3.6 ネットワーク DEA の概要 6)7)8) 

従来の DEA モデルは、多入力、多出力に関する DMU の相対的な効率の測定を扱う。こ

のモデルのひとつの欠点は相互に影響する生産物、もしくはリンクする活動を無視してい

る点である。そこで、相互に影響する生産物を扱うことができる Network DEA というモデ

ルがある。Network DEA を適用することで、DMU の全体的効率に沿った部門ごとの効率性

を評価することができる。 

図 3.6.1 は相互に影響する生産物の例である。多くの事業体は、図 3.6.1 のようにリンク

しているいくつかの部門で構成されている。各部門はそれぞれその生産物の生産のために、

その投入資源を利用する。しかし、リンク 1→2、リンク 1→3 およびリンク 2→3 によって

示されるリンクする活動がある。 

リンク 1→2 は、部門 1 からの出力の一部が部門 2 への入力として利用されることを示す。

従来の DEA モデルでは、すべての活動は入力か出力のどちらか一方だけに分類されていた。

したがって、従来のモデルでは中間生成物を形式的に扱うことができない。 

この過程には多くの変形型があるが、リンクする活動の存在は Network DEA モデルの必

要不可欠な部分である。 

 

 

 

図 3.6.1 ネットワーク DEA のモデル構造 
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3.6.1 従来型 DEA と Network DEA のモデルの比較 

 従来の DEA モデルでは、多くの部門で組織された事業体の効率を評価するためには、2

つのアプローチがある。 

 

1)  集合(Black Box) 

 図 3.6.2 に示すアプローチは、入力 1、2 および 3 を利用し、出力 1、2 および 3 を生産す

る単一の会社へこれらの部門を集めることである。しかし、このアプローチでは内部にあ

るリンク活動を無視しているので、個々の部門の非効率性が全体の効率性にどのように影

響しているかを評価することができず、必要な潜在的価値を完全に評価することはできな

い。 

 

2)  分離(Separate) 

 図 3.6.3 に示すアプローチは、部門の効率を個々に評価することである。この場合、

Division1 の効率性は、各 DMU の Input1 を入力項目、Output1 を出力項目、また、Link1→2

と Link1→3 も出力項目とする。同様に、Division2 の効率性は、Input2 と Link1→2 を入力

項目、Output2 と Link2→3 を出力項目する。この方法で、DMU の各部門の効率性を評価す

ることができる。しかし、このアプローチでは、部門間のリンクの連続性を説明できず、

また、同項目で改善案が 2 つ算出される。 

 

3)  ネットワーク DEA  

 このようなことから、全体の効率性を考慮しつつ、部門ごとの効率性を評価することが

できる「Network DEA」と呼ばれるモデルが登場し、Network DEA モデルは多重構造を持

っており、それぞれの独立したノードからなる DEA の問題を解決するものである。 

 出力指向のモデルについては、従来の DEA では第 1 段階で、出力の最適解を得るために

上流のノードを解決し、次の段階で、上流のノードによって得られた最適出力は、中間入

力項目として次のノードに適用される。順に全ノードの DEA を解き、最適出力は最後のノ

ードで得られる。効率スコアは個々の出力で分割された最終的な最適出力として測定され

る。 
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3.7 ネットワーク DEA の基本構造 

3.7.1 各変数の定義と生産可能性集合 

Network DEA による生産可能性集合について述べるため、次のように設定する。 

n: DMU 集合 

K: Division 集合 

mk: Division k への入力項目 

rk: Diovision k からの出力項目 

 

D: Division（1,…,K） 

S: 入力するリンクがない Division 

T: 出力するリンクがない Division 

(k,h): Division k から Division h へ 

t(k,h): Dvision k から Division h へのリンク項目 

L: リンク集合 

 

:DMU の Division k における入力項目 

 

:DMU の Division k における出力項目 

 

     :DMU の Division k からへのリンク項目 

 

DMU（j,…,K,…,n）において以下のように仮定する。 

 

         :入力するリンク項目がない、スタートの Division 

 

         :出力するリンク項目がない、終わりの Division 

 

 

 

 

 

 

 

}),(|{ LkppPk ∈=

}),(|{ LqkqFk ∈=

),(),( hkthk
j RZ +∈

),(0),( ShjZ hk
j ∈∀=

),(0),( TkjZ hk
j ∈∀=
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生産可能性集合           は 

),K,1(
1

Kkxx n

j
k
j

k
j

k =≥∑ =
λ              （3.7.1） 

),K,1(
1

Kkyy n

j
k
j

k
j

k =≤ ∑ =
λ              （3.7.2） 

)),((
1

),(),( kpzz n

j
k
j

kp
j

kp ∀=∑ =
λ             （3.7.3） 

)),((
1

),(),( kpzz n

j
p
j

kp
j

kp ∀=∑ =
λ             （3.7.4） 

)),((
1

),(),( qkzz n

j
k
j

qk
j

qk ∀=∑ =
λ              （3.7.5） 

)),((
1

),(),( qkzz n

j
q
j

qk
j

qk ∀=∑ =
λ              （3.7.6） 

),(0),(1
1

kjk k
j

n

j
k
j ∀≥∀=∑ =

λλ              （3.7.7） 

)(1
1

kn

j
k
j ∀=∑ =

λ                    （3.7.8） 

となる。 

 上記のモデルは規模のリターンが一定でない場合を想定している。しかし、       

式（3.7.8）を除外すると規模のリターンが一定のモデルとして扱うことができる。 

DMUo は 

               
nmk

n
k
l

k iRxKxX ×∈= ),,(          

               
nrk

n
k
l

k kRyKyY ×∈= ),,(           の場合、 

 

 

),K,1( KksXx k
o

kkk
o =+= −λ            （3.7.9） 

),K,1( KksYy k
o

kkk
o =−= +λ             （3.7.10） 

),K,1(1 Kke k ==λ                 （3.7.11） 

      )(,0,0,0 kss k
o

k
o

k ∀≥≥≥ −+λ          

と表される。 

 ここで、リンク項目についていうと、２つのケースが考えられる。 

 

 

)},,,{( ),(),( qkhpkk zzyx
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(a)リンク固定 

 リンク項目を変えることが出来ない場合。 

)),((),(),( hkZz hhkhk
o ∀= λ              （3.7.12） 

)),((),(),( hkZz khkhk
o ∀= λ              （3.7.13） 

 

 (b)リンクを固定しない。 

 リンク項目を自由に決定できる場合。 

)),((),(),( hkZZ khkhhk ∀= λλ             （3.6.14） 

 

ただし、 
nthk

n
hk

l
hk hkRzKzZ ×∈= )(,(),,( ),(),(),(           （3.7.15） 

 

 基本的に各式はデータがプラスの値であることが前提である。データが負の場合もしく

は 0 の場合はプラスの値に置き換えることによって算出が可能である。 

 

3.7.2 参照集合と効率化への改善案 

 DMUo に対して効率性を定義する。ここでは入力指向型の場合の効率値とする。 

⎥
⎦

⎤
⎢
⎣

⎡
−= ∑∑ =

−

=
)(11min

11
* km

i k
io

k
io

k

K

k
k

o x
s

m
wθ         （3.7.16） 

 

 

ここで、wkは相対的に重み付けられた Division k のウェイトである。 

定義 1 Division ごとの効率値 

入力スラック変数  を使うと、効率値は次のように定義される。 

),K,1)((11
1

*

Kk
x
s

m
km

i k
io

k
io

k
k =−= ∑ =

−

θ          （3.7.17） 

 θk*=1 ならば、DMUo は Division k に関して効率的である。 

定義 2 総合効率値 

 θo*を総合効率値と呼ぶ。仮にθo*=1 ならば、DMUo は総合的に効率的である。 

 上記から Division ごとの効率値は必ずしもただ一つに決定されるわけではない。総合効

率値は各 Division のスコアにウェイトを掛けて平均したものである。 

∑ =
=

K

k k
k

o w
1

* θθ                  （3.7.18） 
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 以上より効率的フロンティアに近づける改善案は以下のようになる。 

 

),K,1(** Kksxx k
o

k
o

k
o =−← −

       （3.7.19） 

),K,1(** Kksyy k
o

k
o

k
o =−← +

       （3.7.20） 

 

λ*k ベクトルを使用すると、生産可能性集合は以下のように定義される。DMUo における

Division k の生産可能性集合は 

}),,1{}(0|{ * njjR k
j

k
o …∈>= λ       （3.7.21） 

変数 xk
o、yk

oを使って表すと、 

**** , +

∈

−

∈

−=+= ∑∑ k

Rj

k
j

k
j

k
o

k

Rj

k
j

k
j

k
o syysxx

k
o

k
o

λλ   （3.7.22） 

となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

3.8 D

「居住

「自動

評価を

「住民

も近い

設数（

「公共

い地域

し、入

心部へ

「自動

ほど、

トリッ

る。 

なお、

ことで

各部

DEA の適用

住環境利便性

動車利便性」

を行う。 

民生活利便性

い地域である

（商業施設、

共交通の利便

域ほど、都心

入力項目に「

への公共交通

動車利便性評

都心部へ自

ップ数」と「

、「都心部ま

で、居住環境

部門の効率値

における入

性」評価とし

の 3 つの利

性」は、人口

ると仮定し、

医療施設）」

便性」は、都

心部への公共

「都心部への

通アクセス時

評価」は、都

自動車でのア

「都心部への

までの距離」

境利便性の内

値の定義、入

入出力項目の

して、札幌市

利便性に着目

口が多く地価

入力項目に

」と「都心

都心部への公

共交通アクセ

の公共交通ト

時間」と「都

都心部への

アクセス時間

の距離」、出力

は、各部門

内部構造を考

入出力項目

図 3.8.1 居

31 

の検討 

市の各地域の

目し、ネット

価が高い地

に「人口」と

部までの距

公共交通ト

セス時間が短

トリップ数」

都心部への運

自動車トリ

間が短いと仮

力項目は「

門に影響を与

考慮した評価

の考え方に

 

居住環境利便

の「住民生活

トワーク DE

域ほど、施

と「地価」、

距離」とする

リップ数が

短く、都心部

と「都心部

運行便数」と

ップ数が多

仮定し、入力

自動車によ

与える要因

価が可能であ

ついては、

便性評価要

活利便性」、「

A を用いて

設数も多く

出力項目は

る。 

多く、かつ

部への運行

部への距離」

とする。 

多く、都心へ

力項目に「都

る都心部ア

としてリン

ある。 

第 5 章で詳

因 

「公共交通利

て効率性の観

都心部から

は「同ゾーン

つ都心への距

行便数が多い

、出力項目

への距離が近

都心部への

アクセス時間

ンク項目に設

詳細に説明す

 

利便性」、

観点から

らの距離

ン内の施

距離が近

いと仮定

目は「都

近い地域

の自動車

間」とす

設定する

する。 

 



 

「道路

機能で

点から

「円滑

と旅行

点密度

「安全

項目は

なお、

路空間

各部

 

路空間サー

である「円滑

ら評価を行う

滑性」を評価

行速度に関連

度」、「大型車

全性」を評価

は、「事故件数

、「混雑度」

間の内部構造

部門の効率値

ビスレベル

滑性」、「安全

う。 

価する入出力

連性が高い要

車混入率」を

価する入出

数」とした。

は、両部門

造を考慮した

値の定義、入

図 3.

ル」の評価は

全性」の 2 つ

力項目は、道

要因に着目し

を設定する。

力項目は、

。 

門に影響を与

た評価が可能

入出力項目

.8.2 道路空

32 

、札幌市の

つに着目し、

道路区間のサ

して、入力項

出力項目は

「混雑度」、

与える要因

能である。

の考え方に

空間サービス

 

 

 

 

 

 

センサス区

ネットワー

サービスレ

項目は、「ピ

は「混雑度」

「交差点密度

としてリン

ついては、

スレベル評価

区間を対象と

ーク DEA を

ベルを表す

ーク時間交

」、「旅行速度

度」、「日交

ク項目に設

第 6 章で詳

価要因 

とし、道路の

用いて効率

す指標である

交通量」、「信

度」と設定

交通量」とし

設定すること

詳細に説明す

 

 

の基本的

率性の観

る混雑度

信号交差

する。 

し、出力

で、道

する。 



 

「歩行

数や自

し、沿

れ、DE

入力項

齢者数

効率値

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行空間サー

転車数など

沿道の都市施

EA を用いて

項目は「歩道

数」の 1 入力

値の定義、入

ビスレベル

どの容量的な

施設数と対象

て効率性の観

道幅員」、出

力 4 出力と設

入出力項目

図 3.

ル」の評価は

な指標のみな

象となる区間

観点から評価

出力項目には

設定する。

の考え方に

.8.3 歩行空

33 

、札幌市の

ならず、沿道

間を有する地

価を行う。

は「歩行者数

については、

空間サービス

センサス区

道の整備状況

地域の将来高

数」、「自転車

第 7 章で詳

スレベル評価

区間を対象と

況や、地域

高齢者数を

車数」、「都市

詳細に説明す

価要因 

とし、現状の

域の将来動向

評価指標に

市施設数」「

する。 

 

 

の歩行者

向を勘案

に取り入

「将来高



 

34 
 

3.9 参考文献 

1) 国土交通省：第 10 回「都市政策の基本的な課題と方向検討小委員会」資料

http://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/city01_sg_000065.html 、2009 

2) 末吉俊幸：DEA -経営効率分析法-、朝倉書店、2001 

3) 刀根薫：経営効率性の測定と改善、日科技連、1993 

4) 刀根薫・上田徹：経営効率評価ハンドブック、朝倉書店、2000 

5) Charnes,A.,W.W.Cooper and E.Rhodes, “Measuring the Efficiency of Decision Making 

Units”,European journal of Operational Research ,2,429-444,1978 

6)  Färe, R. and Grosskoph, S. “Network DEA”,Socio-Economic Planning Science, Vol.34, 

35-49,2000 

7) Prieto, A. M. and Zofio, J. L. “Network DEA efficiency in input-output models: With an 

application to OECD countries ”  European Journal of Operational Research, Vol.178, 

292-304.,2007 

8) 木下善皓、刀根薫、筒井美樹ら：「Network DEA と Separate DEA の比較 –自治体病院を

例に-」、日本 OR 学会 2008 年秋季研究発表会アブストラクト集、pp212-213、2008 



 

35 
 

第４章 札幌市の都市の変遷 
4.1 概説 

 これまでの都市づくりは、都市への人口や産業の急速な集中に対応し、これを支える都

市基盤を計画的かつ効率的に整備することが主要な課題であった。しかし、今後の人口減

少と高齢化社会に突入する中で、都市を取り巻く環境は大きく変化することが予想され、

これまでの人口増加を基調とした都市の拡大期における課題とは対照的な課題が発生する。

そこで、本章では札幌市の人口構造、土地利用、都市交通等の都市の変遷を整理し、今後

の集約型都市構造に向けた課題について整理する。 
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図 4.2.2 統計区別人口増減（H12-H22） 
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図 4.2.3 統計区別 65 歳以上人口増減（H12-H22） 
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図 4.2.5 市街化区域拡大の変遷図 2) 
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図 4.2.6 人口集中地区面積拡大の変遷図 2) 
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4.2.3 札幌市の土地区画整理状況 

市街化区域は、既に市街地を形成している区域と、今後おおむね 10 年以内に市街化を図

るべき区域であるが、札幌市では市街地開発事業として、土地区画整理事業、新住宅市街

地開発事業、市街地再開発事業の 3 つの事業を指定されている。 

この中で札幌市は、街づくりを総合的かつ計画的に進めることのできる土地区画整理事業を

積極的に推進し、市民の生活環境の改善を図ってきた。札幌市の土地区画整理事業は、1948（昭

和 23）年の東札幌地区を皮切りに、2013（平成 25）年度までに 118 地区、延べ面積約 62.02km2

の施行が完了し、2018（平成 30）年までの施行中を含めると 120 地区、延面積 64.15km2とな

っている。 

施行年度が新しい土地区画整理事業は、これまでは長年の事業実績の積み重ねの中で、

既成概念に基づく画一的な運用がなされていたのに対し、近年は環境、景観、高齢化社会

への対応等の新たな考え方を取り入れ、柔軟な運用が行われている。しかし郊外部に対し、

このような運用を行った場合、郊外部の利便性が高まることが予想され、さらに郊外化が

進展されることも懸念される。 
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表 4.2.1 土地区画整理事業施行地区一覧 
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4.3. 都市交通の変遷 

4.3.1 公共交通の変遷 3) 4) 

 札幌市の公共交通は昭和 40 年代後半において、冬期オリンピックの開催や政令指定都市

への移行、区制の施行などの都市人口の急増を背景に、骨格的交通基盤として JR や地下鉄

等の軌道系の整備が急速に進められた。1971（昭和 46 年）から 1978（昭和 53）年にかけ

て、地下鉄南北線麻生～真駒内間、地下鉄東西線琴似～白石間を開通し、昭和 52 年には JR

函館本線鉄道高架化事業を着手した。 

 1975（昭和 50）年代から平成元年にかけては、市街化区域の拡大により郊外化が進み、

通勤や通学時などにおいて移動距離や移動時間が増加した。また 1982（昭和 57）年には地

下鉄東西線白石～新さっぽろ間、1988（昭和 63）年には地下鉄東豊線栄町～豊水すすきの

間が開通し、さらには JR 函館本線の琴似駅～札幌駅間の鉄道高架化も行われ軌道系交通の

拡充が図られた。 

 1990（平成 2）年から 1999（平成 11）年にかけては、バブル経済の崩壊と少子高齢化な

どの社会構造の変化や環境保全などの持続可能な社会への関心が高まり、札幌市では、1994

（平成 6）年に地下鉄東豊線豊水すすきの～福住間、1999（平成 11）年には地下鉄東西線

琴似～宮の沢間が開通され、同年 JR 札沼線高架化が行われた。 

 しかし平成 12 年以降人口増加は鈍化し少子高齢化の進展が始まり、さらには札幌市の財

政状況の逼迫などにより軌道系交通の拡充は一区切りとなった。その後は、公共交通の維

持に向けた取り組みとして、2003（平成 15）年から 2004（平成 16）年には市営バス事業

の民間移譲、2009（平成 21）年に札幌市バス路線維持基本方針、2010（平成 22）年に札幌

市路面電車活用方針を策定し、公共交通の拡大から維持に向けた取り組みに変更していっ

た。 

 図 4.3.1 に示すように、地下鉄については、南北線、東西線、東豊線合わせて 48km の

整備を完了し、積雪寒冷の気象条件に左右されず、一度に多くの人を運ぶことができ、か

つ、エネルギー効率にも優れた輸送機関として、札幌の公共交通機関の主役を担っている。 

 また、地下鉄駅を中心とする地域中心核には、都市機能が集積しており、歩いて暮せる

街の中心となることが求められている。鉄道については、JR 函館線（27.5km）、JR 千歳

線（8.0km）、JR 札沼線（15.1km）の 3 線計 50.6km、26 駅となっており、踏切での渋

滞解消や事故の防止、市街地分断の解消などを目指し、札幌高架、新川高架、札沼線高架

などの鉄道高架の取り組みを進めた結果、市内の平均駅間距離は約 2km で、地下鉄の 2 倍

となっており、長距離移動の速達性に優れており、需要が多い地域へ快速列車の導入によ

りさらなる速達性が確保されている。 
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図 4.3.1 札幌市の骨格公共交通網 
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4.3.3 道路交通網の変遷 3)4) 

札幌市の骨格道路交通網として、人口増加と自動車普及に対応するため、1965（昭和 40）

年に骨格的交通基盤として 1バイパス 1環状 5放射道路の整備計画が策定された（図 4.3.5）。

1988（昭和 63）年には第 3 次札幌市長期総合計画において、居住の郊外化や都心に集中す

る交通量増加への対応として、2 バイパス 2 環状 13 放射道路の整備計画が策定された（図

4.3.6）。さらに、2000（平成 12）年には第 4 次札幌市長期総合計画において、2 連携 1 環状

1 バイパス 11 放射道路の整備計画を策定し、整備を進めてきた（図 4.3.7）。 

しかし道路交通網を整備、拡充する一方で居住の郊外化が進み、自動車利用の増加が止ま

らず、交通混雑が顕著となった。2012（平成 24）年には札幌市総合交通計画が策定された

が、この中の交通課題として、物流・観光交通と日常の交通が輻輳し、市内幹線道路の交

通混雑に拍車をかけており、特に冬期の遅れは社会経済活動を麻痺させる大きな課題であ

り、これらの主要拠点間の円滑性低下は、国際競争力低下の一因になることを懸念してい

る。 

また、骨格道路網については、道内拠点間を結ぶ高速自動車道路網、札幌圏の都市相互を

結ぶ連携道路、都心への流入を抑制しながら地域間の交通の円滑化を図る環状道路、都心

部と地域拠点や周辺都市と結ぶ放射道路で構成し、図 4.3.8 に示す 2 高速・3 連携・2 環

状・13 放射道路としている。また 13 放射道路のうち、創成川通（国道 5 号）・豊平川通

については、自動車の円滑性向上を重点的に図る道路軸（都心アクセス強化道路軸）に位

置づけ、既存の骨格道路網や公共空間の状況を勘案しながら、空港・港湾施設や圏域内に

おける拠点間の連携強化を図ることが必要としている。 
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図 4.3.5 骨格交通網図 1 バイパス 1 環状 5 放射道路 昭和 40 年 

 

図 4.3.6 骨格交通網図 2 バイパス 2 環状 13 放射道路 昭和 63 年 
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図 4.3.7 骨格交通網図 2 連携 1 環状 1 バイパス 11 放射道路 平成 12 年  
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図 4.3.8 骨格交通網図 2 高速 3 連携 2 環状 13 放射道路 平成 24 年 
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4.3.4 歩行空間の変遷 3)4)5)  

 これまでの道路空間の形成においては、自動車を主体とした整備が進められてきたこと

から、歩道部は狭い幅員やすりつけ勾配など、歩行環境としては多くの問題を抱えている。

今後、高齢社会が急速に進む中、移動時においては徒歩や自転車による交通手段が増加す

ることが予想され、移動制約者等の安全で安心な歩行空間を確保することは急務である。

そのため、ユニバーサルデザインの考え方に基づき、身体的状況、年齢などを問わず、可

能な限り人格と個性を尊重され、安全で豊かに暮らせるよう、生活環境や連続した移動環

境を継続して整備・改善していくことが必要となっている。 

 こうした中、2006（平成 18）年に「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する

法律」（バリアフリー新法）が施行され、2009（平成 21）年 3 月に「新・札幌市バリアフ

リー基本構想」5)を策定し、図 4.3.9 に示す 53 地区が重点整備地区として設定されている。 

 この基本構想では、駅などの旅客施設、建築物、道路、車両、信号機等のバリアフリー

化を重点的、一体的、継続的に進めるための取り組みが記されており、そのうち、歩道に

ついては、対象となる地区の中で、連続してバリアフリー化された歩行者ネットワークを

形成し、その地区を利用する人が安全で快適に目的地まで到達できるようにすることを基

本方針としている。 
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図 4.3.9 バリアフリー重点整備地区 
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4.4. まとめ 

 本章では、札幌市の都市の変遷として、人口構造、市街化区域及び都市交通の変遷を整

理した。その結果、人口構造においては、都心回帰がある一方で、特に郊外部 JR 沿線の

人口増加が顕著であることが明らかとなった。さらに、全体の高齢者割合が増加する中で、

特に厚別区新札幌や南区石山地区の 65 歳以上の人口増加も顕著であった。市街化区域の変

遷についてはこれまでは人口増加を背景とした拡大が行われてきたが、今後は人口減少下

においては低密度な市街化区域の発生が深刻な課題となる。 

 また公共交通の変遷については、人口増加に伴い郊外化が進んだため、郊外部への地下

鉄の延伸、バスについては都心直行便から地下鉄駅乗継型へ再編が行われた。しかし、結

果として地下鉄の利用者数は横ばいであり、これは自動車利用による交通手段の変化が大

きく影響している。 

 道路交通網については、整備・拡充する一方で居住の郊外化が進み、自動車利用の増加

が止まらず、交通混雑が顕著となっている。さらには観光や物流の交通も輻輳しており、

交通混雑に拍車をかけている。 

 歩行空間については、自動車を主体とした整備が進められてきたことから、今後、高齢

社会が急速に進む中、移動制約者等についても安全で安心な歩行空間を確保することは急

務であった。札幌市では、「新・札幌市バリアフリー基本構想」を策定し、地域交流拠点を

優先的に整備することとしている。 

 このように、人口増加に伴う郊外化に対して、公共交通網や道路交通網についても居住

者のサービスレベルの維持を目的として整備を進めてきたことから、結果的に郊外部にお

いても、都心部と同等かそれ以上の居住環境の利便性が確保されていると考えられる。 

 そこで、今後集約化都市構造を進める上では、各地域の利便性、即ち都心部の利便性と

郊外部の利便性について比較、評価することで、札幌市の都市構造の問題が明確にする必

要である。 
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第５章 ネットワーク DEA による地域の居住環境利便性評価 

 

5.1 概説 

本章では、3 つの観点の 1 つである「居住環境利便性」として、札幌市の各地域の「住

民生活利便性」、「公共交通利便性」、「自動車利便性」の利便性に着目し、ネットワーク DEA

を用いて効率性の観点から評価を行い、都心回帰を促進するための方策を提案する。 

 

5.2 ネットワーク DEA による居住環境利便性評価  

札幌市では人口増加に伴い、郊外部で宅地開発が進み、結果として都市の郊外化が進ん

だ。今後は人口減少社会への転換に伴い、都市構造の集約化が重要となるが、郊外化が定

着した都市において都心部への人口集約は容易ではない。集約型都市構造の実現のために

は、人口流動を促す効果的な施策立案が重要となる。 

とりわけ札幌市においては、都心部での再開発事業や地区整備計画などが積極的に進め

られ、都心回帰が進みつつあるが、一方で依然として郊外化の進行は留まっていない現状

もある。 

本来、都心部は居住費が高い分だけ、生活利便性や交通利便性も高次なサービス水準を

有するのが一般的であるが、都心部の高い居住費に見合った利便性を享受できていない場

合や、郊外部の利便性が高い場合は、都心部への集約化は容易ではないと考えられる。 

そこで本章では、札幌市の各地域の利便性について、効率性の観点から相対評価を行い、

都心回帰を促進するための方策を提案することを目的とする。つまり、都心部への集約化

を停滞させている要因として、高い居住費に見合った利便性を享受できていないと仮定し、

「住民生活利便性」、「公共交通利便性」、「自動車利便性」の 3 つの観点から各地域の効率

性を定量的に分析することにより、札幌市の都心回帰を促進させるための具体的な改善案

を提案するものである。 

なお分析方法は、地域の利便性については多種の要因が影響を及ぼしていることから、

多入力多出力のデータ分析が可能である包絡分析法（Data Envelopment Analysis; DEA）を

適用する。DEA を用いることで、効率性の観点から地域の利便性を総合的に評価すること

が可能となり、都心部と郊外部の各種利便性を比較検証することにより、都市の集約化を

促進させる改善方策について提起するものである。 

ここで、各地域の生活利便性や交通利便性は、相互に影響していると考えられ、従来の

一般的な DEA ではその点を考慮して評価できない。そこで本研究は、相互作用を有する各

地域の利便性を｢部門｣と位置づけて、お互いの影響を考慮して評価が可能であるネットワ

ーク DEA を適用した。 
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本章では、都市の集約化による効果や、集約型都市構造を目指す中での公共交通への転

換の必要性を述べるものではなく、都市の集約化、とりわけ札幌市の都心回帰を目指す上

で、居住環境や交通サービスを効率性の観点から、郊外部が都心部に比べて利便性が高い

ことを明らかにする。 

地域によって、公共交通の利便性が高い地域もあれば、公共交通が不便なため、自動車

利用の利便性が高い地域もあると考える。加えて、このような交通行動は、居住地域の地

理的条件に影響されるはずであり、これらの項目は複雑に相互に影響し合っていると考え

る。 

したがって、本研究では交通行動の様々な要因を考慮するため、ネットワーク DEA に

よる分析を行う。また、従来の DEA では、入出力項目数が多い場合、各項目の極端な値か

ら影響を受けやすく、D 効率的な DMU が多くなるのに対し、ネットワーク DEA では多種

の要因を考慮して効率値が算出されるため、本研究の各地域の利便性評価に適していると

考える。 
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5.3 ネットワーク DEA による札幌市の居住環境利便性評価手法の構築  

5.3.1 本研究におけるネットワーク DEA のモデル構造 

本章では、ネットワーク DEA を用いて各地域の生活利便性や交通利便性を評価する。東

本ら 1)は「運行便数」や「バス停系統数」を用いて DEA を適用することでバスの利便性を

評価しており、本研究においても同様に DEAによる出力項目/入力項目の比率尺度により、

３つの部門にて各利便性を設定する。 

つまり、Division1 を「地域の住民生活利便性」、Division2 を「都心部への公共交通利便

性」、Division3 を「都心部への自動車利便性」とし、これら 3 つの部門を効率性という観点

から評価する。本研究で用いるネットワーク DEA のモデル構造を図 5.2.1 に示す。各部門

の効率値の定義、入出力構造の考え方については、次節で詳細に説明する。 

なお、「D2:都心部への公共交通利便性」と「D3:都心部への自動車利便性」については、

都心部へのトリップ数と運行便数やアクセス時間などの交通サービス水準により利便性を

評価するが、通勤や業務トリップを対象とした場合、属性が限定されることになる。そこ

で本研究では、私用トリップに着目し「買物」と「通院」を対象として、各利便性の評価

を試みた。 

また、DEA により地域の利便性を相対評価する際には、人口規模や地域の規模について

均一化を図り対象ゾーンを設定することが望ましい。本研究では、地域の規模に大きな違

いが生じ無いように考慮して設定されている平成 18 年度道央都市圏パーソントリップ調

査 2)の小ゾーンを活用することで、各項目の均一化が図られていると考える。 
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5.3.3 入出力項目の設定と効率値の定義 

（1）地域における住民生活利便性評価 

本研究では、人口が多く地価が高い地域ほど、施設数も多く都心部からの距離も近い地

域であると仮定し、入力項目に「人口」と「地価」、出力項目は「同ゾーン内の施設数（商

業施設、医療施設）」と「都心部までの距離」とする。 

つまり、都市サービスが地価に帰着することを踏まえると、入力に地価と人口、出力に

商業・医療施設数を設定することにより、地価が安く人口が少ない割に、商業・医療施設

数が多くて都心に近ければ、買物や通院の利便性において、効率的な地域であることが評

価できる。 

なお、出力の変数として設定した「都心部までの距離」は、距離が短いほど利便性が高

いことを踏まえると、数値を変換させる必要がある。変換方法については、1 つは逆数に

するという考え方があるが、極端に大きい値は極小になり非線形な変換となる。そのため、

本研究では、都心部までの距離の最大値と最小値の平均をμとして、「2μ－(便数)」とし、

大小を逆転させて線形変換をした。なお入力項目である「人口」については「国勢調査結

果（平成 22 年）」を使用し、「地価」については「国土交通省地価公示（平成 23 年）」3)か

ら、各ゾーンの中心となる住所に最も近い地価を設定した。その際に、本研究では居住環

境の利便性を評価することを目的としているため、住居用途の地価として位置づけている。

しかし、地価は商業用途も反映されている。商業施設のあるゾーンについては、夜間人口

が極端に少ない都心部は分析の対象外としたが、郊外部においては商業施設を取り巻く形

で居住環境の整備が進められている。各ゾーンにおいて適用した地価に商業用途が反映さ

れている場合も想定されるが、居住環境として見ると利便性の高さが地価に表れていると

考えた。出力項目である「施設数」には、各ゾーン内の商業施設数、医療施設数の合計値

とした。住民生活利便性の効率性が高い地域は、人口が少なく、地価が安いわりに、商業・

医療施設数が多く、かつ都心に近い地域と定義する。 

 

(2) 都心部までの公共交通利便性評価  

都心部への公共交通トリップ数が多く、かつ都心への距離が近い地域ほど、都心部への

公共交通アクセス時間が短く、都心部への運行便数が多いと仮定し、入力項目に「都心部

への公共交通トリップ数」と「都心部への距離」、出力項目は「都心部への公共交通アクセ

ス時間」と「都心部への運行便数」と設定した。「都心部への公共交通アクセス時間」につ

いては、「都心部までの距離」と同様に大小を線形変換している。 

なお「都心部までの公共交通トリップ数」は、「平成 18 年度道央都市圏パーソントリッ

プ調査」により算定し、「公共交通による都心部アクセス時間」における都心部は、都心部
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区 人口 地価
施設数

（商業+病院）
公共交通
トリップ数

公共交通
運行本数

自動車
トリップ数

中央区 8,695 93,565 25 454 127 656

北区 10,708 59,254 20 283 86 199

東区 11,643 62,718 25 296 114 418

白石区 9,745 56,619 21 256 106 208

豊平区 11,717 72,029 24 331 146 175

南区 7,779 51,889 15 192 98 140

西区 10,555 75,925 21 242 97 286

厚別区 10,716 68,808 23 210 91 52

手稲区 9,307 38,640 17 192 71 160

清田区 9,701 48,458 18 133 89 112

札幌市平均 10,085 64,156 21 272 104 265

内にある地下鉄の「さっぽろ駅・大通駅」、JR の「JR 札幌駅」、市電の「西 4 丁目駅」と設

定し、各地域から各駅までのアクセス時間を算定し、最短時間を採用した。 

つまり、公共交通利便性の効率性が高い地域は、公共交通トリップ数が少なく、都心部

への距離が遠いにもかかわらず、アクセス時間が短く、かつ運行便数が多い地域と定義す

る。 

 

(3) 自動車移動の利便性評価 

都心部への自動車トリップ数が多く、都心への距離が近い地域ほど、都心部へ自動車で

のアクセス時間が短いと仮定し、入力項目に「都心部への自動車トリップ数」と「都心部

への距離」、出力項目は「自動車による都心部アクセス時間」とする。「都心部への自動車

アクセス時間」については、「都心部までの距離」と同様に大小を線形変換している。 

つまり、自動車利便性の効率値が高い地域は、自動車トリップ数が少なく、都心部への

距離が遠いにもかかわらず、アクセス時間が短い地域と定義する。 

 

5.3.4 入出力項目データ 

分析に用いたデータの概要を表 5.3.1 に示す。各小ゾーン別の平均人口では、東区が最も

多く、次いで厚別区の順となっている。札幌市全体で約 10,000 人程度となっているが、南

区は札幌市平均に対して 8 割に満たない状況である。地価では、中央区が最も高く、次い

で西区の順となっている。札幌市全体では約 65,000 円程度に対して、中央区は約 1.5 倍の

地価となっている。施設数は、札幌市平均の 21 施設数に対して、南区が低くなっているも

が、他の区については平均的な施設数であった。都心部までの公共交通トリップ数では、

都心部を含む中央区が最も高くなっている一方で、運行本数では豊平区が最も多くなって

いる。自動車トリップ数では、厚別区が極端に低いことが特徴である。 

表 5.3.1 入出力項目の区別平均値 
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表 5.3.2 入出力項目データ 

 

DMU (Division1)(Division2)(Division3)

ゾーンNo (I)人口（人） (I)地価（円）

(O)近接ゾー
ン内の施設
数（商業+医

療）

(I)トリップ数
（都心部へ
の買物、通
院トリップ
公共交通）

(O)公共交
通　都心ま
での所要時
間（分）大小

変換

(O)運行本
数（本/日)

(I)トリップ数
（都心部へ
の買物、通
院トリップ
自動車）

(O)自動車
都心までの
所要時間
（分）

大小変換

(L)都心までの
走行距離(km)
大小変換

101131 9,780 155,000 49 929 86 169 1003 44 27.6

101132 16,461 103,000 45 690 80 158 877 42 26.7

101141 12,023 220,000 69 327 89 168 569 49 29

101142 5,215 104,000 25 97 87 120 374 42 27.1

101151 14,844 100,000 33 721 87 173 1345 41 26.8

101152 8,436 55,000 34 430 85 173 315 41 25.4

101161 16,791 47,000 31 1060 76 158 1437 41 26

101162 9,810 101,000 24 612 73 159 1020 39 25.1

101171 17,044 96,000 25 781 81 169 746 38 25.9

101172 17,469 28,500 23 760 84 169 998 38 26.4

101181 4,319 77,000 29 213 87 140 278 42 26.8

101182 10,957 96,000 46 484 87 140 731 43 27.1

101191 8,905 97,000 25 257 72 136 164 39 24.3

101192 9,473 69,500 16 1012 68 150 690 38 24.2

101201 6,731 99,000 23 662 76 158 260 39 24.8

101202 1,051 54,000 5 52 75 61 348 37 24.5

101203 763 81,000 4 21 74 18 153 35 23.9

101204 758 81,000 5 0 74 43 267 37 24.3

101205 1,535 61,500 3 59 72 43 174 35 23.9

101206 493 96,500 8 0 69 150 0 37 24.1

101211 15,701 210,000 26 504 83 169 1787 37 25.4

101212 5,094 54,000 16 355 71 29 88 31 22.9

101213 6,332 66,000 8 422 76 73 1462 32 24.2

102111 14,099 166,000 39 861 88 173 376 49 28.95

102112 14,809 104,000 28 460 85 173 270 44 27.6

102113 1,271 153,000 43 188 86 173 538 45 27.8

102121 12,737 30,000 24 827 85 173 56 39 26.5

102122 17,298 75,500 27 553 80 49 481 37 25.9

102131 13,429 108,000 30 724 81 173 361 38 24.8

102132 5,361 98,100 20 631 81 173 0 37 24.4

102141 12,152 64,000 24 337 80 49 203 34 24.5

102142 9,663 43,800 18 48 69 100 58 34 22.3

102151 11,313 52,200 28 313 76 52 646 33 22.9

102152 10,536 52,200 23 294 71 52 182 29 22.2

102161 8,711 69,500 15 337 76 49 122 32 23.3

102162 10,571 46,400 16 76 72 48 0 30 22.2

102171 9,787 43,800 21 25 67 84 423 29 21.4

102172 10,948 41,900 17 363 72 173 155 28 21.6

102181 7,828 44,900 15 132 74 95 0 34 23

102182 13,438 43,000 14 120 65 34 120 29 21.2

102183 14,751 42,300 14 27 63 40 184 27 19.8

102191 17,224 40,000 24 456 70 49 68 34 21.7

102192 9,464 36,300 16 24 67 49 419 30 20.4

102193 10,241 33,900 11 275 67 49 55 29 19.2

102195 2,586 28,900 12 0 65 57 0 29 19.5

102196 1,527 22,100 4 21 63 49 0 27 18.1

102197 7,526 35,300 18 106 68 33 307 25 17.7

102201 11,020 29,000 12 45 64 49 52 21 16.9

102202 20,116 36,500 7 105 61 49 94 17 14.5

103111 14,079 106,000 38 726 87 159 627 47 28.6

103112 15,352 100,000 31 816 86 159 747 43 27.7

103121 10,485 100,000 36 422 84 159 577 41 27

103131 15,591 71,000 37 556 86 173 653 42 27.2

103132 15,246 71,000 22 430 84 159 447 39 26.6

103141 12,048 70,000 26 332 82 37 752 40 25.7

103142 13,185 78,500 28 342 82 159 968 37 24.9

103151 11,950 71,000 25 160 84 159 0 38 26

103152 16,377 74,500 33 664 82 159 636 35 25.1

103161 10,931 61,000 22 460 71 165 176 37 23.6

103162 9,881 76,500 20 226 80 159 44 38 23.8

103163 13,814 32,000 23 173 79 159 300 34 22.6

103171 12,507 84,000 15 166 79 159 1083 34 23.1

103172 10,095 50,000 15 17 73 49 242 34 23.1

103181 13,820 58,500 31 266 76 96 340 35 25.2

103182 5,826 49,500 20 22 69 16 44 28 23.7

103183 11,892 32,500 9 257 62 100 578 25 18.7

103184 10,512 40,000 24 116 67 100 261 29 19.8

103185 11,193 71,000 26 81 73 96 427 36 22.5

103186 4,604 54,500 26 0 74 16 0 37 23.1

103191 12,462 14,000 35 166 65 30 304 24 19.1

103192 4,296 14,300 9 120 58 41 0 17 16.1

(D)Division1 (D)Division2 (D)Division3
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DMU (Division1)(Division2)(Division3)

ゾーンNo (I)人口（人） (I)地価（円）

(O)近接ゾー
ン内の施設
数（商業+医

療）

(I)トリップ数
（都心部へ
の買物、通
院トリップ
公共交通）

(O)公共交
通　都心ま
での所要時
間（分）大小

変換

(O)運行本
数（本/日)

(I)トリップ数
（都心部へ
の買物、通
院トリップ
自動車）

(O)自動車
都心までの
所要時間

（分）
大小変換

(L)都心までの
走行距離(km)
大小変換

104111 9,937 100,000 17 508 86 168 130 45 27.2

104112 8,815 31,000 22 282 86 168 207 42 26.5

104113 4,763 68,300 30 0 78 38 43 41 25.1

104121 21,079 34,000 26 620 84 168 323 41 24.7

104122 3,332 52,000 17 104 74 86 0 41 25

104123 4,209 52,000 26 41 74 86 0 43 25.5

104131 13,627 82,500 22 841 80 168 527 36 24.4

104132 10,190 80,500 27 219 83 152 294 37 22.9

104133 11,891 67,500 19 483 83 152 273 36 22.9

104141 7,805 27,000 18 148 80 168 0 33 22.2

104142 8,232 90,000 22 204 78 168 280 36 22.6

104143 8,580 47,000 21 235 63 86 299 35 22.3

104151 20,350 84,000 22 681 76 168 439 34 21.1

104161 15,512 50,200 16 403 83 152 397 35 22.8

104171 13,008 70,800 20 159 72 32 304 38 24

104172 6,187 38,500 21 58 59 41 0 32 21.7

104181 13,521 35,000 19 104 74 35 107 29 19.9

104182 6,635 42,800 11 128 78 58 386 27 20

104183 6,800 36,300 11 62 72 64 57 28 20

104191 3,139 43,800 27 104 67 11 168 29 20.1

104201 7,041 55,800 17 0 78 58 142 26 19.4

105111 13,567 59,500 37 287 85 159 70 46 27.9

105112 8,259 78,000 19 450 85 159 73 41 27

105121 5,337 108,000 16 186 84 159 0 43 26.8

105122 11,780 94,000 24 207 82 159 246 41 25.8

105131 12,695 33,029 25 812 84 173 31 39 26.4

105132 16,806 100,000 27 283 82 159 715 39 24.9

105141 16,879 58,000 29 222 81 173 55 34 25

105142 11,139 79,000 26 386 81 173 41 37 24.1

105143 9,583 79,000 25 191 81 173 167 37 23.9

105151 14,945 36,000 26 490 82 159 39 39 24.9

105152 13,563 80,000 29 358 82 168 330 40 25.4

105153 8,710 74,500 20 174 80 159 243 36 23.6

105161 10,824 96,000 22 401 78 159 348 35 22.5

105162 10,288 61,500 21 283 71 24 0 30 21.3

105171 9,060 67,500 20 245 73 94 36 33 22.5

105172 8,289 72,000 19 228 70 94 31 32 22.2

105173 13,303 56,500 15 256 70 124 189 28 20.9

105174 15,882 64,000 26 499 78 159 544 32 22.2

106111 9,481 80,000 18 519 79 173 90 36 22.9

106112 14,698 61,500 25 715 77 173 84 32 22.4

106113 1,514 78,000 19 31 71 111 0 35 21.9

106114 9,374 44,000 22 111 67 11 290 26 18.7

106121 4,536 78,000 2 147 70 111 148 34 21.8

106122 7,324 88,000 5 323 74 173 350 32 20.4

106123 6,838 90,000 10 394 74 173 36 29 19.4

106124 4,856 72,800 25 21 66 36 250 30 20.1

106131 5,028 78,000 17 55 63 136 143 36 22.7

106133 6,920 52,500 17 125 63 110 57 34 20.7

106134 4,336 22,000 16 0 60 75 138 28 19.4

106141 10,660 25,000 16 218 49 90 145 24 17.7

106142 15,238 60,000 21 325 61 135 136 31 19.5

106152 3,841 23,500 7 0 59 81 0 23 14.3

106153 14,624 25,000 30 263 58 10 117 24 15.5

106164 6,730 14,000 11 18 54 73 166 21 13.2

106165 12,435 18,200 10 198 55 73 264 23 14.1

106173 1,583 23,500 2 0 32 24 103 9 3.5

(D)Division1 (D)Division2 (D)Division3
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DMU (Division1)(Division2)(Division3)

ゾーンNo (I)人口（人） (I)地価（円）

(O)近接ゾー
ン内の施設
数（商業+医

療）

(I)トリップ数
（都心部へ
の買物、通
院トリップ
公共交通）

(O)公共交
通　都心ま
での所要時
間（分）大小

変換

(O)運行本
数（本/日)

(I)トリップ数
（都心部へ
の買物、通
院トリップ
自動車）

(O)自動車
都心までの
所要時間
（分）

大小変換

(L)都心までの
走行距離(km)
大小変換

107111 14,850 102,000 35 740 81 169 1120 35 24.3

107112 16,589 198,000 37 864 79 169 296 32 23.5

107121 10,354 99,000 29 144 78 131 1194 34 24.2

107122 7,949 80,300 25 92 72 131 25 30 23

107123 1,545 101,000 12 21 70 73 0 31 23.4

107131 15,194 69,300 45 249 83 49 118 40 26

107132 9,116 58,800 19 143 76 41 23 35 24.4

107133 10,346 85,300 16 334 84 132 518 35 24.7

107141 17,029 80,300 22 290 77 169 199 25 21.6

107142 11,416 85,700 27 125 77 169 620 29 22.4

107151 10,954 74,500 21 323 68 58 288 28 22.1

107152 5,717 61,000 18 46 65 45 146 26 21.2

107153 4,080 37,500 7 142 59 41 0 19 19.2

107154 17,610 42,400 14 362 62 28 175 23 20.2

107161 6,570 38,000 8 197 58 45 392 23 19.7

107162 7,549 34,700 7 0 56 51 103 19 18.4

107171 14,526 73,400 17 185 81 91 100 33 23.5

107172 3,463 27,000 22 54 78 91 170 29 22.2

107181 11,150 80,000 15 259 78 91 231 28 21.7

107182 15,097 90,300 31 277 74 169 0 24 20.8

108111 11,897 77,000 28 120 74 168 0 30 19.9

108121 14,483 57,800 26 156 65 50 0 24 16.9

108122 5,785 81,400 16 199 78 116 170 22 15.5

108123 1,003 86,800 16 104 78 116 0 25 16.2

108124 9,356 86,800 32 420 78 116 0 25 16.1

108131 18,592 86,000 25 599 72 168 111 31 19.2

108132 10,605 74,500 33 148 78 116 0 25 16.6

108141 7,183 63,500 22 17 78 62 197 25 18

108142 4,913 49,500 14 0 65 11 0 23 17.9

108151 17,180 42,300 18 169 71 58 0 18 14.2

108152 10,639 55,900 17 428 75 62 57 23 17

108153 16,950 64,200 23 154 75 48 87 23 15.5

109111 12,992 40,000 20 322 66 82 432 24 18.3

109121 3,342 40,000 14 72 74 15 0 23 20.5

109122 12,287 53,600 26 209 75 91 398 22 19.8

109123 4,590 60,300 23 72 75 136 288 19 16.1

109124 9,128 30,800 19 103 61 40 39 19 16.5

109125 6,856 30,800 20 74 51 18 0 16 15.7

109126 6,224 41,200 20 119 67 26 0 17 18.8

109131 14,458 28,300 17 284 66 78 199 15 14.4

109132 9,531 41,500 21 269 69 92 0 18 15.7

109133 12,522 31,400 10 164 73 75 288 19 15.7

109134 9,839 37,500 13 122 68 75 43 16 12.8

109141 11,217 45,300 16 406 70 30 316 26 17

109151 14,460 32,300 17 302 75 91 179 24 18.8

109152 7,560 48,800 14 208 75 136 218 23 15.3

109153 4,603 17,800 8 151 70 75 0 18 11.8

110111 9,289 51,000 28 310 76 168 341 29 19.8

110112 9,192 51,000 28 125 69 86 86 25 19

110113 4,283 47,500 19 235 71 159 0 31 20.7

110121 9,046 54,000 14 115 62 59 0 22 16.3

110122 11,171 48,500 17 349 58 59 243 25 17.4

110123 5,069 54,500 22 85 61 90 182 27 17.8

110124 10,457 49,000 10 86 55 59 135 25 16.5

110125 11,200 38,500 17 26 58 90 0 23 16.7

110126 8,619 38,000 15 25 61 52 132 26 16.39

110131 4,089 75,000 21 60 68 159 108 32 19.9

110132 18,992 35,500 10 156 62 53 0 27 18.8

110133 15,000 39,000 18 19 58 36 115 24 16.7

(D)Division1 (D)Division2 (D)Division3
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5.4 ネットワーク DEA による分析結果の考察 

5.4.1 小ゾーン別総合効率性評価結果 

対象とする 187 のゾーンのネットワーク DEA による分析結果を図 5.4.1 に示す。 

地域別に見ると札幌市東部の東区や白石区、厚別区において総合効率値が高い結果と示

され生活利便性が高いことが明らかとなった。当該地域は札幌市内の中で低層の住居地域

であり、市内の中では比較的人口密度が低い地域である。しかし、郊外型の大型商業施設

が整備され、またサービス水準の高いバス路線網も網羅されている、また、札幌市東部に

は、放射系道路が整備されており、このような地域は、アクセス時間も短く、自動車利用

の利便性も高い地域であり、地価についても都心部より安価で、住民にとっては効率的で

住みやすい地域であると考えられる。 

 
図 5.4.1 小ゾーン別総合効率性評価結果 
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5.4.2 区別効率性評価結果 

現在、札幌市は 10 区の行政区により構成されている。対象とする 187 のゾーンのネット

ワーク DEA による分析結果について、区別に効率値の平均値を算出したものを表 5.3.1 に

示す。 

分析結果を見ると、まず住民生活利便性については中央区が最も高いが、一方で札幌市

の外縁部に位置する南区と手稲区の効率値が高いことがわかる。つまり札幌市では、買物・

通院の生活利便性については、郊外部は居住費に対して、相対的に生活の利便性が高い傾

向にあると評価できる。 

また公共交通利便性についても、郊外部である厚別区の平均効率値が最も高く、この区

は新札幌副都心を有し、JR・地下鉄の軌道系駅やバスターミナルも整備されている交通拠

点であるため、都心への行きやすさとしての高い利便性が高い効率値に寄与していると考

えられる。一方、都心部を有している中央区が最も効率値が低いのも特徴である。つまり、

公共交通利便性が高いと考えられていた都心部は公共交通の利便性は低い評価を得た一方

で、郊外部については、都心部からの距離の割に、相対的に都心部以上の公共交通利便性

を享受していることが明らかとなった。 

さらに自動車利便性については、豊平区や白石区、北区の効率値が高く、反面、郊外部

である手稲区、清田区、南区が低い傾向を示していることから、都心部が優位であること

が明らかとなった。 

表 5.4.1 区別平均効率値 

 

 

区 総合効率値 住民生活利便性 公共交通利便性 自動車利便性

中央区 0.650 0.552 0.759 0.638

北区 0.624 0.451 0.766 0.655

東区 0.634 0.459 0.813 0.628

白石区 0.672 0.453 0.841 0.724

豊平区 0.648 0.357 0.832 0.754

南区 0.607 0.485 0.736 0.599

西区 0.603 0.412 0.807 0.591

厚別区 0.637 0.431 0.851 0.630

手稲区 0.590 0.461 0.829 0.481

清田区 0.592 0.445 0.764 0.567

札幌市平均 0.628 0.454 0.797 0.634
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5.5 改善案の考察 

さらなる都心回帰を促進するためには、都心部周辺地域の改善が必要であると考え、そ

の改善案を提示する。ネットワーク DEA では、各 DMU の優位集合を示し、効率化に向け

た改善案を算出することができる。優位集合は、非効率的な DMU にとって効率的な活動

に改善するために目標とする DMU のことであり、さらにその DMU と同様に効率的な活動

をするための改善量が算出される。 

特に、都心部に隣接する地域の評価値が低い傾向を示した住民生活利便性評価の指標で

ある「地価」、公共交通利便性評価の指標である都心部までの「公共交通運行便数」に着目

し、改善案を考察する。 

表 5.5.1 地価改善案 

 

 

表 5.5.1 に示す距離別の住民生活利便性効率値では、都心部までの距離が最も近い 1km

以上 2km 未満の地域が高く、次に 3km 以上 4km 未満の地域が高い値を示しているが、そ

の間の 2km 以上 3km 未満の地域は、前後地域と比して低い値を示しているのが特徴的であ

る。 

そこで、さらなる都心回帰を促進する目的において、都心部からの距離が近く、住民生

活利便性が低い地域として、網掛けで示す 2km 以上 3km 未満の地域に着目した。 

ネットワーク DEA による効率化に向けた改善案の算出結果では、この地域の地価の改善

率は約 60%低下と、大幅に地価を下げる改善案となっている。しかも、その外側の都心部

から 3km 以上 4km 未満の地域よりも改善案の地価が低くなっている。このことは、都心か

ら近いにもかかわらず、現状の商業・医療施設数等の利便性が相対的に低く、現状に見合

った地価としては高すぎることを示している。 

都心部からの
距離（km）

住民生活
利便性効率値

現状の
平均地価

(円）

改善案
平均地価(円）

改善率(%)

1以上2未満 0.607 135,143 90,248 -33.2

2以上3未満 0.434 107,529 43,765 -59.3

3以上4未満 0.506 97,663 44,331 -54.6

4以上5未満 0.419 80,257 33,340 -58.5

5以上6未満 0.384 75,635 31,048 -58.9

6以上7未満 0.415 67,684 26,913 -60.2

7以上8未満 0.477 52,040 24,241 -53.4

8以上9未満 0.481 48,246 22,933 -52.5

9以上10未満 0.455 52,629 21,155 -59.8

10以上 0.462 40,884 19,550 -52.2
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この都心からの距離が 2km 以上 3km 未満の地域について、分析に用いた入出力項目の値

を札幌市全体の平均と比較すると、居住人口が市平均よりも約 1.2 倍多いにもかかわらず、

商業・医療施設数は市平均値と同程度であることから、人口の割に施設数は多くはない。

しかも、この地域は市電・地下鉄沿線が多く占めており、地価については市平均よりも約

1.5 倍高い水準の地域である。 

以上をまとめると、この地域は相対的に都心部からの距離や地域内の施設数に対し、居

住人口が多く地価が高い、生活利便性が低い地域であり、都心回帰を促進させるために、

特に改善が必要な地域といえる。 

表 5.5.2 と表 5.5.3 は、公共交通利便性が効率的と評価されるための運行便数と公共交通

トリップ数の改善案を示したものである。 

表 5.5.2 に示すネットワーク DEA による効率化に向けた運行便数の改善案の算出結果で

は、網掛けで示した都心部からの距離が 3km 以上 4km 未満の地域について、効率値は高い

値を示しているものの、運行便数が 117 便から 134 便へと、最も増便が必要な地域となっ

た。この地域は地下鉄・JR 等の軌道系交通機関の沿線ではなく、路線バスが主流である地

域を多く含んでいるため、軌道系交通を含む地域よりも、運行便数が少ないことが改善案

の増加につながっていると考えられる。 

 

表 5.5.2 運行便数の改善案 

 
 

都心部からの
距離（km）

公共交通
利便性
効率値

現状の
平均運行便数

改善案
平均運行便数

改善率(%)

1以上2未満 0.703 163 163 0.0

2以上3未満 0.789 161 161 0.0

3以上4未満 0.835 117 134 14.3

4以上5未満 0.765 121 128 5.8

5以上6未満 0.851 130 133 2.1

6以上7未満 0.817 99 104 5.7

7以上8未満 0.800 81 87 7.2

8以上9未満 0.771 87 93 6.7

9以上10未満 0.831 87 92 5.8

10以上 0.775 64 68 5.8
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表 5.5.3 に示すトリップ数の改善案は、最も効率値が低い 2km 未満の地域の改善率が最

も高くなっている。この地域は、ネットワーク DEA の計算上は、都心部への公共交通での

トリップ数を減少させることになってしまうが、本研究の趣旨にはそぐわない。運行便数

が少ないことにより、公共交通トリップ数を減少させることになっているが、言い換えれ

ば公共交通トリップ数に見合うように、運行便数を増やす必要があると解釈出来る。表 5.4.3

の運行便数の改善案では、増便の必要が無いとされた都心部に近い地域においても、結果

的に政策上は公共交通の運行便数を増便することで、利便性を高める必要があると考える。 

 

表 5.5.3 公共交通トリップ数の改善案 

 

都心部からの
距離（km）

公共交通
利便性
効率値

現状
都心部までの
平均トリップ数

改善案
都心部までの
平均トリップ数

改善率(%)

1以上2未満 0.703 677 376 -44.4

2以上3未満 0.789 491 338 -31.1

3以上4未満 0.835 314 242 -23.1

4以上5未満 0.765 420 274 -34.8

5以上6未満 0.851 258 209 -18.7

6以上7未満 0.817 197 150 -23.7

7以上8未満 0.800 196 143 -26.6

8以上9未満 0.771 238 165 -30.7

9以上10未満 0.831 151 118 -21.5

10以上 0.775 137 96 -29.4
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 以上をまとめると、「地価」では 2km 以上 3km 未満の地域、「運行便数」では、改善案の

考察結果から、都心部から 3km 以上 4km 未満の地域について、改善が必要であることが明

らかとなった。2 つ合わせて、都心からの距離が 4km までの地域を改善することで都心回

帰を促進することとなるが、おおよそ札幌市の環状通で囲まれる地域が都心から 4km まで

の距離となる。これらの地域が、都心回帰としての集約化を目指すターゲットであること

が示唆できるとも言えよう。居住費に影響する地価公示価格について、行政は直接コント

ロールすることはできないが、集約化を図りたい地域において、家賃補助や新築補助など

の立地誘導施策は可能であると考える。また、運行便数については、公共交通トリップ数

に見合った便数に増便することで、利便性を高めることができると考える。 
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5.6 まとめ 

集約型都市構造の実現に向けては、札幌市に限らず全国の都市で検討を進められている

が、これまでは都心部の再開発や地区整備計画により人口集約を図ることに主眼が置かれ

てきた。しかし、自動車依存型生活による郊外化が定着した都市においては、都心部の利

便性を総合的に向上させなければ人口流動は誘発できないことは周知のとおりである。 

本研究ではネットワーク DEA を適用し、「住民生活利便性」、「都心部への公共交通利便

性」、「都心部への自動車利便性」の３つの観点から、地域の利便性を総合的に評価する方

法を構築するとともに、札幌市をモデルケースとして各地域の効率性を評価した。その結

果、札幌市においては、都心部の利便性は高いことが明らかとなったが、郊外部について

も利便性が都心からの距離の割に効率的であり、特に生活利便性と公共交通利便性はその

結果が顕著となった。 

札幌市では、総合病院や大型商業施設の郊外立地が進み、公共交通ネットワークが全域

的に網羅されており、利用者が少ない郊外部においても、赤字路線への補助により比較的

高い運行サービス水準を維持していることが大きな要因と考えられる。今後札幌市で都心

回帰を目指すためには、本研究で分析した地域別の各種利便性を踏まえ、都心部において

郊外部と同等もしくはそれ以上の利便性にまで、地価に見合った都市サービス水準を改善

することが必要である。 
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第６章 ネットワーク DEA による道路空間サービスレベル評価 

 

6.1 概説 

本章では、3 つの観点の 1 つである「道路空間サービスレベル」について、札幌市のセ

ンサス区間を対象とし、道路の基本的機能である「安全性」、「円滑性」の 2 つに着目し、

ネットワーク DEA を用いて効率性の観点から評価を行う。 

 

6.1.1 ネットワーク DEA モデルの適用 

従来、道路区間のサービスレベルは、円滑性、安全性、快適性、利便性、環境保全等の

各指標により評価されている。特に道路交通状況の評価は、個々の道路区間をマクロ的な

見地から客観的に捉える必要があるが、その中で、道路の基本的機能である円滑性、安全

性については、道路管理者及び道路利用者において最も関心がある指標である。また都市

の集約を考える上では、混雑や渋滞を表す円滑性の評価のみならず、道路空間が混雑する

ことにより事故の危険性が高まることから、安全性についても評価することが重要と考え

る。 

これまでの円滑性の評価は、主に交通量や旅行速度、混雑度といった交通指標により評

価されるのが一般的であり、とりわけ所定時間内における道路交通量とその時間内の評価

基準交通量に対する比による混雑度は、道路の基本的機能を相対的に評価する指標として、

道路区間のサービスレベルを検討する上で重要な指標の一つである 1)。一方、安全性の評

価については、死傷事故率や死亡事故率により評価されてきたが、各指標で異なる区間や

箇所が抽出され、総合的に道路区間のサービスレベルを決定することが困難であった。 

また、各道路区間の円滑性や安全性は多種の要因から構成され、その要因が複雑に関連

し円滑性や安全性に影響を与えていることを踏まえると、各道路区間の効率性を評価する

場合、入力変数と出力変数のみで個別に評価するのではなく、内部構造を考慮した評価手

法が必要である。 

そこで本章では、道路の基本的機能である円滑性と安全性の構造に着目し、ネットワー

ク DEA を適用し、円滑性と安全性の個々の評価ではなく、両観点から総合的に道路区間

サービスレベル評価手法の構築を目的とする。これまで交通工学分野における DEA を適用

した研究としては、小林 2)によるものがあるが、これは高速道路の合流部の効率性のみに

着目した視点であり、道路区間のサービスレベルを検討したものではない。本章では、円

滑性と安全性の観点から双方に影響する要因に着目し、道路区間のモデル構造を構築した。

本研究ではそのモデル構造をネットワーク DEA を用いることで個々の評価ではなく、総

合的に道路区間のサービスレベルを評価したことが特徴である。 
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6.2  道路空間サービスレベル評価手法の構築 

6.2.1 円滑性の観点による入出力項目の設定  

円滑性を評価する入出力項目については、道路区間のサービスレベルを表す指標である

混雑度と旅行速度に関連性が高い要因に着目して、入力項目は、ピーク時間交通量、信号

交差点密度、大型車混入率を設定する。また出力項目は混雑度、旅行速度と設定するが、

少ない入力で大きい出力が効率的となるため、旅行速度については逆数としている。つま

り円滑性評価において、各道路区間を混雑や渋滞を生産する DMU として捉えることで、

ネットワーク DEA により算出される D 効率値は、ピ－ク時間交通量（台/時）、信号交差

点密度（箇所数/km）、大型車混入率（%）が低いにもかかわらず、混雑度が高く、旅行速

度が低い区間を相対的に評価する指標となり、D 効率値が高い区間は、サービスレベルが

低い区間と定義する。また円滑性に関して、混雑度は高く、旅行速度が低い区間が効率的

という表現は、解釈しづらいため、混雑率という概念に置き換える。 

  

6.2.2 安全性の観点による入出力項目の設定 

安全性を評価する入出力項目については、事故件数と関連性が高い要因を設定するが、

その要因として、混雑度、交差点密度、交通量があげられる。混雑度については混雑度が

高くなるに従い、事故率が上昇する傾向が認められ、特に追突事故構成比率の増大傾向が

見られることが報告されている。また交差点密度について、信号交差点の場合は歩行者・

自転車の横断中の巻き込み事故や右折車と対向直進車の事故の危険性も高くなり、無信号

交差点の場合は、信号交差点と同様の事故以外にも、出合頭の事故が発生する危険性があ

り交差点密度と事故の発生には、関連性が高いと考える。更に、区間の交通量自体が多け

れば事故の危険性は高くなることは予測できるため、本章では入力項目については、混雑

度、交差点密度（箇所数/km）、日交通量（台/日）とし、出力項目については、事故件数（件

/km）とした。つまり安全性に関して、各道路空間を交通事故を生産する DMU として捉え

ることで、ネットワーク DEA により算出される D 効率値は、混雑度、交差点密度、日交

通量が少ないにもかかわらず、事故件数が多く、効率的に事故を発生させている区間を相

対的に評価する指標となり、D 効率値が高い区間は道路空間サービスレベルが低いと定義

する。また安全性に関して、効率的という表現は解釈しづらいため、危険率という概念に

置き換える。 
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6.2.3 ネットワーク DEA のモデル構造 

従来の DEA モデルは各評価指標に対し、DMU の内部構造を考慮していないため、D 効

率値は独立して算出される。そのため各部門において同一の変数を用いた場合、同じ変数

にもかかわらず部門毎でその最適値が異なり、連続性を保たない結果となる。一方、ネッ

トワーク DEA は、各部門を結ぶ変数をリンク変数とすることで、部門間の繋がりの中で、

最適値を一つだけ算出する。 

そこで本章では円滑性と安全性を２部門として捉え、共通の変数であるリンク変数に混

雑度を設定することで、道路区間の内部構造を考慮した評価を行う。 

 

 
図 6.2.1 従来の DEA のモデル構造 
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図 6.2.2 ネットワーク DEA のモデル構造 
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6.3 道路空間サービスレベル評価結果 

6.3.1 札幌市の混雑状況と事故発生状況 

現在、札幌市内には国道が９路線整備されており、各路線においては渋滞が著しく、ま

た事故が多い区間がみられ、これまでも混雑緩和に向け様々な道路改良が進められてきた。

札幌市の混雑度と交通事故状況は図 2 に示すように、混雑度 1.0 以上の区間が全 83 区間の

内、約 8 割を占めており、1.75 以上の慢性的な混雑区間についても約 1 割を占めている。

また死傷事故率については、100 件/億台キロ以上の区間は全体の 9 割以上を占め、300 件/

億台キロ以上についても約 2 割を占めており、札幌市は事故多発区間を多く抱えている都

市である。 

 

 

図 6.3.1 札幌市におけるセンサス区間の混雑度と死傷事故率割合 
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表 6.3.1 札幌市におけるセンサス区間の混雑度と死傷事故率 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

センサスNo 平日混雑度
死傷事故率

（件/億台キロ）
センサスNo 平日混雑度

死傷事故率
（件/億台キロ）

5_1001 1.07 87.6 230_1039 0.88 200.7

5_1002 1.13 107.6 230_1040 1.69 95.9

5_1003 1.07 178.1 230_1041 0.60 104.8

5_1004 1.55 140.9 230_1042 1.65 82.0

5_1005 1.45 205.5 230_1043 2.03 204.5

5_1006 1.35 131.0 230_1044 2.56 199.8

5_1007 1.23 131.5 230_1045 1.02 50.9

5_1008 1.36 132.3 231_1046 1.07 252.4

5_1010 1.71 282.6 231_1047 1.07 375.6

5_71009 1.36 517.9 231_1049 0.66 170.1

12_1011 1.40 188.1 231_1050 0.80 368.3

12_1012 1.32 161.6 231_71048 0.71 202.7

12_1013 2.03 109.0 274_1051 1.52 254.3

12_1014 1.59 165.6 274_1052 1.10 253.5

12_1015 1.52 112.6 274_1054 1.32 173.2

12_1016 1.24 156.9 274_1055 1.80 144.6

12_1017 1.11 107.7 274_1056 1.59 231.8

12_1019 1.31 175.8 274_1057 1.93 96.0

12_71018 1.26 226.1 274_1059 1.77 114.7

36_1020 0.77 789.6 274_1060 1.66 177.6

36_1021 0.83 611.1 274_1062 0.70 392.6

36_1022 1.27 386.2 274_1063 1.26 179.7

36_1023 2.36 472.6 274_71053 1.11 236.8

36_1024 1.68 583.5 274_71058 1.76 194.9

36_1025 1.79 174.1 275_1064 0.89 457.6

36_1026 1.25 265.5 275_1065 1.71 141.5

36_1027 1.22 244.6 275_1066 1.71 197.6

36_1028 1.07 145.0 275_1067 1.36 227.4

36_1029 0.76 196.1 275_1068 1.17 154.6

230_1030 2.09 239.3 337_1070 1.02 76.3

230_1031 0.95 419.9 453_1071 0.85 356.7

230_1032 1.08 551.4 453_1072 0.81 674.1

230_1033 1.02 219.1 453_1073 0.98 137.3

230_1035 0.85 227.4 453_1074 1.18 378.3

230_1036 1.40 320.7 453_1075 0.95 164.3

230_1037 1.10 201.2 453_1076 1.09 107.0

230_1038 1.30 152.1 453_1077 0.77 142.1
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表 6.3.2 分析に用いた入出力項目データ  

 
 

DMU (Division1)(Division2)

国道_センサスNo
(O)平均旅行速度

逆数
(I)ピーク時

交通量(台/時）
(I)信号交差点密度

(箇所/km）
(I)大型車
混入率(%)

(O)事故件数
（件/km）

(I)交差点密度
(箇所/km）

(I)日交通量
（台/日）

(L)平日混雑度

5_1001 0.034 1,773 4.42 7.9 8 10.70 24,728 1.07

5_1002 0.037 2,724 4.84 11.2 15 12.58 36,950 1.13

5_1003 0.053 1,983 6.25 11.4 20 6.25 28,850 1.07

5_1004 0.044 2,151 2.92 13.9 14 11.25 26,738 1.55

5_1005 0.040 2,214 2.00 15.7 23 11.00 30,657 1.45

5_1006 0.051 3,076 3.00 11.3 21 7.67 44,610 1.35

5_1007 0.058 3,446 3.33 6.6 23 15.00 46,883 1.23

5_1008 0.053 3,365 5.00 7.4 23 13.00 47,613 1.36

5_1010 0.072 3,843 7.22 5.8 62 11.67 53,328 1.71

5_71009 0.078 3,365 7.50 7.4 55 12.50 47,613 1.36

12_1011 0.084 2,701 7.50 9.7 25 10.00 36,416 1.40

12_1012 0.059 3,013 7.50 10.7 23 16.25 38,140 1.32

12_1013 0.046 2,680 4.55 12.3 15 13.64 36,550 2.03

12_1014 0.093 2,328 5.71 9.4 19 14.29 30,726 1.59

12_1015 0.051 2,411 3.89 10.4 15 13.89 35,155 1.52

12_1016 0.066 2,756 4.78 10.5 23 16.09 39,479 1.24

12_1017 0.051 2,968 2.86 9.9 16 12.38 39,984 1.11

12_1019 0.041 2,897 3.08 7.6 25 6.92 39,155 1.31

12_71018 0.041 2,968 4.00 9.9 18 7.00 39,984 1.26

36_1020 0.108 1,306 11.43 4.6 39 15.71 19,332 0.77

36_1021 0.103 2,992 7.50 7.0 75 12.50 45,957 0.83

36_1022 0.056 3,910 5.00 6.6 68 16.67 60,307 1.27

36_1023 0.068 3,648 5.00 7.2 48 15.00 47,828 2.36

36_1024 0.083 2,936 6.67 7.6 43 13.33 45,388 1.68

36_1025 0.055 3,034 6.19 7.3 28 11.43 46,453 1.79

36_1026 0.063 3,243 5.88 8.7 39 17.06 43,700 1.25

36_1027 0.054 3,016 4.17 9.1 29 11.67 41,069 1.22

36_1028 0.054 2,736 3.48 9.9 17 6.52 40,245 1.07

36_1029 0.044 2,053 3.33 11.8 23 6.19 31,273 0.76

230_1030 0.056 2,798 7.78 9.5 21 8.89 41,977 2.09

230_1031 0.087 2,739 8.00 6.2 49 13.00 37,843 0.95

230_1032 0.052 2,916 10.00 6.3 40 40.00 38,507 1.08

230_1033 0.050 2,790 6.25 6.5 23 20.00 36,739 1.02

230_1035 0.036 2,046 4.62 8.7 13 13.08 29,651 0.85

230_1036 0.049 3,013 4.00 9.4 35 19.00 41,008 1.40

230_1037 0.036 3,256 3.08 11.9 22 4.62 45,040 1.10

230_1038 0.028 3,250 2.11 12.2 18 2.63 45,492 1.30

230_1039 0.034 1,973 4.23 9.9 15 10.38 26,780 0.88

230_1040 0.030 3,460 4.23 10.9 15 10.38 46,142 1.69

230_71034 0.052 2,790 6.67 6.5 23 33.33 36,739 1.09

231_1046 0.047 2,877 3.33 6.2 27 16.67 38,360 1.07

231_1047 0.077 3,513 2.50 7.0 20 10.00 45,591 1.07

231_1049 0.035 2,572 4.09 11.7 12 13.64 29,290 0.66

231_1050 0.056 2,475 5.00 12.8 10 15.00 28,516 0.80

231_71048 0.042 2,572 2.78 11.7 14 5.00 29,290 0.71

274_1051 0.060 3,178 6.36 11.1 32 14.55 46,035 1.52

274_1052 0.050 2,997 3.33 15.4 22 18.89 40,834 1.10

274_1054 0.091 2,915 3.33 16.5 22 13.75 40,203 1.32

274_1055 0.089 4,108 1.00 19.1 13 3.00 53,059 1.80

274_1057 0.034 3,407 1.74 25.3 10 11.74 45,928 1.93

274_1059 0.063 3,177 1.33 25.0 9 6.00 46,186 1.77

274_1060 0.080 2,446 0.71 22.2 12 5.71 35,270 1.66

274_1063 0.041 2,684 3.68 15.1 15 9.47 33,699 1.26

274_71053 0.043 2,997 1.76 15.4 28 8.24 40,834 1.11

274_71058 0.040 3,177 1.43 25.0 10 17.14 46,186 1.76

275_1064 0.106 1,679 2.00 14.2 6 4.00 22,750 0.89

275_1065 0.045 2,001 2.22 17.1 7 5.56 29,041 1.71

275_1066 0.056 2,132 3.53 21.7 12 5.88 26,918 1.71

275_1067 0.096 2,279 3.64 22.8 10 9.09 29,570 1.36

453_1071 0.054 1,336 6.52 6.7 20 15.22 18,700 0.85

453_1072 0.068 1,612 6.00 6.0 28 12.00 23,572 0.81

453_1073 0.046 1,575 3.55 6.6 7 7.74 22,536 0.98

453_1074 0.060 2,046 5.00 7.9 20 8.75 27,160 1.18

453_1075 0.037 1,722 2.07 12.9 9 4.48 23,005 0.95

(D)Division2(D)Division1
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6.3.3 ネットワーク DEA によるセンサス区間の分析結果 

ネットワーク DEA によるセンサス区間の分析結果を表 6.3.1、図 6.3.3 に示す。 

円滑性の混雑率において 1.0 である区間は、国道 36 号の都心部 2 区間、国道 231 号郊外

部 2 区間、国道 274 号郊外部 2 区間、国道 275 号都心部 1 区間、国道 453 号郊外部 4 区間

の計 11 区間であった。国道 36 号の都心部 2 区間については、ピーク時間交通量が少ない

にもかかわらず、旅行速度が 10km/h 以下で最も低い区間であった。また、国道 274 号の郊

外部 2 区間については、信号交差点密度が全区間中で最小区間であるが、混雑度は高く、

旅行速度についても 10km/h 程度と低くなっている。 

路線別の平均混雑率から、国道 453 号が最も高い混雑率を示しているが、いずれもピー

ク時間交通量や大型車混入率が低いにもかかわらず、旅行速度が相対的に低い区間であっ

た。 

安全性の危険率において、1.0 である区間は、国道 36 号都心部 3 区間、国道 230 号郊外

部 2 区間、国道 274 号郊外部 1 区間、国道 275 号郊外部 1 区間、国道 453 号郊外部 1 区間

の合計 8 区間であった。とりわけ国道 36 号 1021 については、日交通量が少なく混雑度も

低いにもかかわらず事故件数が最も多い区間であった。 

路線別の平均危険率から国道 36 号が最も高い危険率を示しているが、いずれも日交通量

が少ないにもかかわらず事故件数が多い区間であった。これらの区間は都心部内に位置し、

かつ沿道の土地利用が商業のため、歩行者や自転車に関する事故が発生していると考えら

れる。 

混雑率・危険率の総合評価において 1.0 である区間は、国道 36 号都心部 2 区間、国道 274

号郊外部 1 区間、国道 275 号都心部 1 区間、国道 453 号郊外部 1 区間の合計 5 区間あり、

これら 5 区間については、混雑率、危険率の双方の観点から評価した場合、道路空間サー

ビスレベルが最も低い区間となっている。 
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図 6.3.3 分析結果 

  



 

90 
 

表 6.3.3 ネットワーク DEA 分析結果 

 
 

 

 

 Score Rank Score Rank Score Rank  Score Rank Score Rank Score Rank

5_1001 0.553 47 0.842 21 0.263 64 230_1030 0.559 45 0.611 62 0.507 28

5_1002 0.449 64 0.634 60 0.265 62 230_1031 0.701 22 0.835 23 0.566 22

5_1003 0.717 18 0.665 55 0.769 12 230_1032 0.626 34 0.666 54 0.585 20

5_1004 0.572 40 0.814 25 0.329 54 230_1033 0.503 55 0.735 39 0.271 60

5_1005 0.691 23 0.888 16 0.494 31 230_1035 0.563 43 0.766 34 0.361 47

5_1006 0.606 36 0.776 30 0.435 36 230_1036 0.550 48 0.711 45 0.388 43

5_1007 0.624 35 0.909 14 0.339 53 230_1037 0.839 11 0.764 35 0.914 9

5_1008 0.556 46 0.724 41 0.387 44 230_1038 0.979 6 0.958 12 1.000 1

5_1010 0.667 29 0.777 29 0.557 23 230_1039 0.560 44 0.768 33 0.352 49

5_71009 0.781 13 0.731 40 0.831 10 230_1040 0.452 63 0.633 61 0.270 61

R5 average 230_71034 0.878 8 0.756 36 1.000 1

12_1011 0.745 15 0.716 44 0.774 11 R230 average

12_1012 0.494 57 0.577 64 0.412 38 231_1046 0.670 28 1.000 1 0.341 52

12_1013 0.495 56 0.636 59 0.354 48 231_1047 0.841 10 1.000 1 0.683 15

12_1014 0.677 26 0.866 18 0.488 33 231_1049 0.481 62 0.681 49 0.281 58

12_1015 0.520 52 0.745 38 0.295 56 231_1050 0.572 41 0.638 57 0.505 29

12_1016 0.484 60 0.697 47 0.272 59 231_71048 0.730 17 0.829 24 0.631 17

12_1017 0.570 42 0.843 20 0.297 55 R231 average

12_1019 0.704 20 0.906 15 0.503 30 274_1051 0.493 58 0.587 63 0.399 40

12_71018 0.637 32 0.695 48 0.580 21 274_1052 0.511 53 0.675 52 0.348 50

R12 average 274_1054 0.481 61 0.676 50 0.287 57

36_1020 1.000 1 1.000 1 1.000 1 274_1055 1.000 1 1.000 1 1.000 1

36_1021 1.000 1 1.000 1 1.000 1 274_1057 0.493 59 0.721 43 0.265 63

36_1022 0.682 25 0.750 37 0.615 18 274_1059 0.655 31 0.790 27 0.519 27

36_1023 0.756 14 0.775 31 0.736 14 274_1060 0.876 9 1.000 1 0.751 13

36_1024 0.971 7 0.941 13 1.000 1 274_1063 0.526 51 0.662 56 0.390 42

36_1025 0.539 49 0.711 46 0.366 46 274_71053 0.709 19 0.872 17 0.545 24

36_1026 0.511 54 0.675 51 0.347 51 274_71058 0.589 38 0.782 28 0.395 41

36_1027 0.588 39 0.723 42 0.452 35 R274 average

36_1028 0.630 33 0.770 32 0.490 32 275_1064 1.000 1 1.000 1 1.000 1

36_1029 0.672 27 0.805 26 0.539 25 275_1065 0.667 30 0.857 19 0.477 34

R36 average 275_1066 0.601 37 0.670 53 0.533 26

275_1067 0.533 50 0.637 58 0.429 37

R275 average

453_1071 0.704 21 1.000 1 0.408 39

 Score Rank Score Rank Score Rank 453_1072 1.000 1 1.000 1 1.000 1

平均 0.663 32.3 0.792 31.6 0 .534 32.1 453_1073 0.685 24 1.000 1 0.369 45

最大値 1.000 64 1.000 64 1.000 64 453_1074 0.737 16 0.836 22 0.638 16

最小値 0.449 1 0.577 1 0.263 1 453_1075 0.793 12 1.000 1 0.586 19

標準偏差 0.157 18.9 0.127 19.9 0 .232 19.3 R453 average 0.784 0.967 0.600

0.490

0.700 0.791 0.610

0.633 0.777

危険率

0.621 0.776 0.467

0.571

0.659 0.830 0.488

0.665 0.759

区間番号 区間番号
総合 混雑率混雑率 危険率総合

総合 混雑率 危険率

0.592 0.742 0.442

0.735 0.794 0.616
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6.4 従来の DEA とネットワーク DEA の比較結果による検証 

本章ではネットワーク DEA モデルを適用し、円滑性と安全性を垂直構造として捉え分析

を試みたが、ネットワーク DEA の有効性を検証するため、従来の DEA モデルとの比較を

行う。検証方法としては円滑性と安全性の２部門にそれぞれ従来型の DEA モデルとなる

CCR モデルを適用した。またその際には、ネットワーク DEA モデルで設定した円滑性と

安全性を繋ぐリンク変数である混雑度を従来のモデルでは円滑性の出力変数、安全性の入

力変数として設定し、ネットワーク DEA と従来型の DEA での算出結果について比較検証

を行った。 

その結果、混雑率については、従来の DEA モデルでは、混雑率 1.0 を示す区間は、19 区

間となっており、ネットワーク DEA モデルの 11 区間に比して多い結果となった。これは

入出力変数が増えると、D 効率的と評価される DMU も増加する従来の DEA モデルの課題

が反映されている。また順位差を比較した場合、ネットワーク DEA では混雑率 1.0 を示し

た区間については、従来モデルにおいても同様の結果を示しているが、国道 12 号 1013 区

間や国道 230 号 1030 区間は、ネットワーク DEA モデルの結果では、64 区間中それぞれ 59

位、62 位の低い順位となっており、従来モデルと大きく異なっている。これは従来モデル

が内部構造を考慮できないため、単独での評価となることから、混雑度の大きさに影響を

受けた結果となっている。同様に危険率の評価についても、危険率 1.0 を示した区間は、

従来モデルが 10 区間と多くなっている。国道 231 号 1049 区間については、順位に大きな

差が出ており、混雑度が 64 区間中最も小さいことから、影響を受けた評価となっている。

このように、従来のモデルでは一変数の極端な値からの影響を受けやすいことから、道路

区間のような多種の要因を考慮して評価を行う場合には、従来型の DEA モデルよりも内部

構造を考慮できるネットワーク DEA モデルが適していることが明らかとなった。 
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表 6.4.1 従来モデルとネットワーク DEA 分析結果の順位比較（混雑率） 

 

表 6.4.2 従来モデルとネットワーク DEA 分析結果の順位比較（危険率） 

 

出力項目

リンク項目
(Network DEA)

出力項目
(従来DEA)

従来のDEA
混雑率

Network DEA
混雑率

順位差
平均

旅行速度
平日

混雑度
信号

交差点密度
大型車
混入率

ピーク時
交通量

36_1020 1 1 0 9.3 0.77 11.4 4.6 1,306

36_1021 1 1 0 9.7 0.83 7.5 7.0 2,992

274_1055 1 1 0 11.2 1.80 1.0 19.1 4,108

275_1064 1 1 0 9.4 0.89 2.0 14.2 1,679

453_1072 1 1 0 14.6 0.81 6.0 6.0 1,612

274_1060 1 1 0 12.5 1.66 0.7 22.2 2,446

231_1047 1 1 0 13.0 1.07 2.5 7.0 3,513

453_1075 1 1 0 26.9 0.95 2.1 12.9 1,722

453_1071 1 1 0 18.4 0.85 6.5 6.7 1,336

453_1073 1 1 0 21.9 0.98 3.5 6.6 1,575

231_1046 1 1 0 21.4 1.07 3.3 6.2 2,877

12_1019 1 15 -14 24.2 1.31 3.1 7.6 2,897

12_1014 1 18 -17 10.8 1.59 5.7 9.4 2,328

275_1065 1 19 -18 22.0 1.71 2.2 17.1 2,001

5_1010 1 29 -28 13.8 1.71 7.2 5.8 3,843

36_1023 1 31 -30 14.8 2.36 5.0 7.2 3,648

274_1057 1 43 -42 29.8 1.93 1.7 25.3 3,407

12_1013 1 59 -58 21.6 2.03 4.5 12.3 2,680

230_1030 1 62 -61 17.9 2.09 7.8 9.5 2,798

順位 入力項目

センサス区間

出力項目

リンク項目
(Network DEA)

入力項目
(従来DEA)

従来の DEA
危険率

Network DEA
危険率

順位差 事故件数 平日混雑度
交差点
密度

日交通量
（台キロ）

36_1020 1 1 0 38.6 0.77 15.7 13,532

36_1021 1 1 0 75.0 0.83 12.5 18,383

274_1055 1 1 0 13.0 1.80 3.0 53,059

275_1064 1 1 0 6.0 0.89 4.0 11,375

453_1072 1 1 0 28.0 0.81 12.0 11,786

230_1038 1 1 0 18.4 1.30 2.6 86,435

36_1024 1 1 0 43.3 1.68 13.3 13,616

230_71034 1 1 0 23.3 1.09 33.3 11,022

231_71048 1 17 -16 13.9 0.71 5.0 52,722

231_1049 1 58 -57 11.8 0.66 13.6 64,438

入力項目

センサス区間

順位
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6.5. まとめ 

道路整備事業においては予算制約が厳しくなる中、地域の特性を踏まえた効率的・効果

的な事業の実施が求められており、精度の高い道路区間のサービスレベル評価手法の構築

が必要となっている。しかし、これまでは道路区間のサービスレベルを評価する際、複数

の評価指標を一元的に取り扱える手法の開発はされていない。 

このような背景を踏まえ、本章では道路区間の円滑性と安全性の観点から相対的に評価

するため、従来の DEA では考慮できなかった、円滑性や安全性に影響を与える多種の要因

のモデル構造を構築し、ネットワーク DEA を適用して、双方の視点による道路区間サー

ビスレベル評価手法を構築した。 

加えて、札幌市内の 64 箇所のセンサス区間をモデルケースとして、道路区間のサービス

レベル評価を試みた。その結果、多種の要因を考慮した場合、札幌都心部や郊外部の計 5

区間のサービスレベルが低いことが明確になった。加えて従来の DEA との分析結果と比較

を行い、道路区間のような多種の要因の観点から評価すべき事業体に対しては、ネットワ

ーク DEA が有効であることを検証した。 
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第７章 DEA による歩行空間サービスレベル評価 

 

7.1 概説 

本章では、3 つの観点の 1 つである「歩行空間サービスレベル」について、札幌市のセ

ンサス区間を対象とし、現状の歩行者数や自転車数などの容量的な指標のみならず、沿道

の整備状況や、地域の将来動向を勘案し、沿道の都市施設数と対象となる区間を有する地

域の将来高齢者数を評価指標に取り入れ、DEA を用いて効率性の観点から評価を行う。 

 

7.1.1 DEA モデルの適用 

これまで、我が国における道路空間形成については、自動車を主体とした整備が進めら

れてきたことから、歩道部においては狭い幅員や、すりつけ勾配など、歩行環境としては

多くの問題を抱えている。とりわけ、今後、高齢社会が急速に進む中、移動時においては、

徒歩や自転車による交通手段が増加することが予想され、移動制約者等の安全で安心な歩

行空間を確保することは急務である。 

また、各都市においては、環境対応や高齢化対応等、都市の拡大からコンパクトなまち

づくりへの転換が図られており、安心で快適に歩いて暮らせる地域の形成が進められてい

る。このような背景の中、「あんしん歩行エリア」や「歩行者・自転車ネットワーク」など

の歩行者・自転車に対応した計画づくりが地域の重要な課題となっている。 

札幌市においても、平成 18 年の「バリアフリー新法」の施行をうけ、平成 21 年 3 月に

は「新・札幌市バリアフリー基本構想」1)が策定され、全市的に歩行空間の整備が進められ

ているところである。 

これまでの歩行空間のサービスレベルは、「通行量」と「歩道幅員」を主要因として、量

的にサービスレベルを向上する視点から歩道幅員の拡幅に関する整備事業が進められてき

た。また、対象地域については、交通結節点や都市施設周辺など、局所的に重点整備地区

が決定されてきた。今後は通行量のみならず、沿道の土地利用状況を含めたネットワーク

において現状のサービスレベルを評価することも必要である。つまり、通行量のみによる

量的に対応したサービスレベル評価ではなく、病院や商業施設、学校などの都市施設への

アクセス性や、さらには地域の高齢者人口など多種の指標を踏まえ、歩行空間サービスレ

ベルを評価することが必要である。 

歩行空間サービスレベル評価の既存研究としては、石田ら 2)による都心部を対象地区と

したバリアフリーのサービスレベルを評価し整備優先順位を決定する研究があるが、これ

は、広域なネットワークとして、歩行空間のサービスレベルを評価した研究ではない。ま

た、塚口ら 3)による既存の道路空間内で、歩行者交通に割当てる空間を拡大するという視
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点から、オキュパンシー指標を用いた評価があるが、これは歩道と車道の空間配分のバラ

ンスの適否を判断するもので、多種の指標を踏まえた歩行空間サービスレベルを評価した

ものではない。 

そこで、本章では、包絡分析法（Data Envelopment Analysis；以降 DEA）を適用し、歩行

空間サービスレベル評価手法の構築を試みる。本章では、都市計画的観点から、今後の高

齢社会に着目し、現状の歩行者数や自転車数などの容量的な指標のみならず、沿道の整備

状況や、地域の将来動向を勘案した評価を行うため、沿道の都市施設数と対象となる区間

を有する地域の将来高齢者数を評価指標に取り入れたことが特徴である。 
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現在、各地域においては、高齢社会に対応した都市施設や交通施設の整備が急務となっ

ており、特に近年は環境対応などの観点から、歩いて暮らせるまちづくりが進められ、歩

行空間の整備はますます高まっている。 

歩行空間の基本的機能として、歩行者が安全･円滑･快適に目的地まで移動できる通行機

能、歩行者が歩道から沿道施設に容易に接近できるアクセス機能があげられる。加えて、

歩行者の信号・バス待ちや休憩をするなどの滞留機能や良好な市街地形成をするための空

間となるほか、緑地帯などによる地域環境の形成、さらには電柱や公共的占用物件等を設

置するための収容機能がある。 

本章では、このような多様な機能を有する歩行空間のサービスレベル評価において、基

本的機能である通行機能とアクセス機能に着目し、加えて将来動向として将来高齢者人口

を鑑みて、入力項目に「歩道幅員」、出力項目には「歩行者数（人/12h）」、「自転車数（台/12h）」、

「都市施設数」「将来高齢者数（人）」の 1 入力 4 出力と設定した。 

つまり、DEA により算出される D 効率値は、歩道幅員が狭い区間にも関わらず、多くの

歩行者・自転車数を捌き、都市施設数をより多く有し、かつ将来の高齢者数が多い区間を

相対的に評価する指標となる。本章では、広域的な歩行者ネットワークにおけるサービス

レベルを評価するため、モデルケースとして札幌市内の歩道があるセンサス区間を対象と

した。 

その結果、対象とする区間は、国道 9 路線 73 区間、道道 11 路線 48 区間、市道 32 路線

72 区間の合計 193 区間を分析対象とした。対象区間については図 7.2.2 に示す。 

歩行空間サービスレベルを評価する上では、幹線道路であるセンサス区間のみならず、

生活道路についても評価することも重要である。しかし、本章では、従来の交通結節点を

中心とした局所的な整備ではなく、広域的な観点から、区間のサービスレベルの差違を明

確にし、評価することを目的としているため、評価対象はセンサス区間に設定した。また、

道路ネットワーク評価としては、網密度、接続性等の各区間の直接的な情報以外も含めて

評価する事も必要であるが、歩行空間利用については、歩行者・自転車のトリップ長自体

が自動車に比べて短いものであり、対象としたセンサス区間の平均長は約 2.2km と比較的

長く、センサス区間単位で歩道機能を十分に評価できることから、直接的な区間情報によ

る評価が有効であると判断した。 
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7.2.2 対象象区間 
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(1) 歩行者数と自転車数 

歩行者と自転車数については、平成 17 年度道路交通センサス一般交通量調査結果 6）より、

センサス区間毎の平日 12 時間の合計値を用いた。 

 

(2) 都市施設数 

都市施設数については、各センサス区間の路線を取り囲む半径 300m の歩行圏エリアを

設け、そのエリア内にある都市施設を抽出した。 

なお、対象とした都市施設は「商業施設」、「医療施設」、「官公署施設」、「教育施設」、「銀

行施設」、「交通施設」、「大規模施設」、「福祉施設」、「文化施設」の９施設として、対象年

次は平成 19 年現在とした。 

 

(3) 将来高齢者数 

将来高齢者については、まず国勢調査データの平成 12 年と平成 17 年の 5 歳階級の年齢

階層別人口より、札幌市内 206 の統計区毎にコーホート要因法により、平成 27 年の将来高

齢者数を求めた。 

次に、統計区により分割された対象路線の路線長に、各地域の将来高齢者数を乗じて、

下式による加重平均から路線毎の将来高齢者数を求めた。 

              ∑
∑ ⋅

=
i

ii

l
Pl

P             (7.2.1) 

:l 路線長 

:P H27 高齢者人口 

:i 任意の統計区 
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本研究で用いた分析データを表 7.2.1 に示す。 

表 7.2.1 分析データ 

 

センサス区間 路線名
(I)歩道

代表幅員（m）

(O)歩行者
自転車数
（人/12h）

(O)公共
施設数

(O)H27
高齢者人
口（人）

5_1001 一般国道５号　　　　　 4.5 543 15 2,731
5_1002 一般国道５号　　　　　 4.5 985 15 3,131
5_1003 一般国道５号　　　　　 4.5 1,172 2 3,813
5_1004 一般国道５号　　　　　 3.5 478 11 3,138
5_1005 一般国道５号 3.5 527 2 2,448
5_1006 一般国道５号　　　　　 3.5 2,474 17 3,404
5_1007 一般国道５号　　　　　 3.5 1,222 13 2,973
5_1008 一般国道５号　　　　　 3.5 1,105 15 2,559
5_71009 一般国道５号 3.5 1,105 8 2,593
12_1013 一般国道１２号 4.5 222 6 867
12_1014 一般国道１２号 4.5 1,389 3 1,604
12_1015 一般国道１２号 4.5 1,353 10 973
12_1016 一般国道１２号 4.5 1,473 21 2,172
12_1017 一般国道１２号 4.5 1,103 10 1,402
12_1019 一般国道１２号 4.5 1,380 31 3,836
12_71018 一般国道１２号 4.5 1,103 5 3,619
36_1023 一般国道３６号 4.3 3,910 5 2,618
36_1024 一般国道３６号 4.3 2,658 7 2,618
36_1025 一般国道３６号 　　　 4.5 2,672 20 1,932
36_1026 一般国道３６号 　　　 4.5 2,906 21 3,027
36_1027 一般国道３６号 　　　 4.5 3,282 11 2,704
36_1028 一般国道３６号 　　　 4.5 814 12 587
36_1029 一般国道３６号 　　　 4.5 647 18 2,259
36_31029 一般国道３６号 4.5 612 0 2,373
230_1031 一般国道２３０号 7.3 3,230 31 2,372
230_1032 一般国道２３０号 4.5 3,170 5 2,888
230_1033 一般国道２３０号 3.8 1,865 16 2,989
230_1035 一般国道２３０号 3.8 3,459 12 2,362
230_1036 一般国道２３０号 4.5 1,408 4 1,647
230_1037 一般国道２３０号 4.5 1,486 1 1,467
230_1038 一般国道２３０号 3.0 3,398 28 4,241
230_1039 一般国道２３０号 4.5 223 16 4,773
230_1040 一般国道２３０号 4.5 643 15 2,438
230_1041 一般国道２３０号 3.5 385 1 771
230_1042 一般国道２３０号 1.5 54 2 64
230_1043 一般国道２３０号 3.5 242 2 245
230_1044 一般国道２３０号 3.5 272 3 238
230_21037 一般国道２３０号 3.0 1,486 12 3,664
230_71034 一般国道２３０号 3.8 1,865 12 1,935
231_1046 一般国道２３１号 　　 3.5 960 11 2,116
231_1047 一般国道２３１号 3.5 586 4 2,937
231_1049 一般国道２３１号 　　 4.5 501 3 3,566
231_1050 一般国道２３１号 5.0 858 2 2,745
231_31050 一般国道２３１号 5.0 47 1 488
231_71048 一般国道２３１号 　　 3.5 501 4 4,543
274_1051 一般国道２７４号 　　 3.5 1,850 4 2,644
274_1052 一般国道２７４号 3.5 2,774 7 2,567
274_1054 一般国道２７４号 　　 3.5 151 8 2,691
274_1055 一般国道２７４号 　　 2.0 176 0 1,249
274_1056 一般国道２７４号 2.0 92 0 1,613
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センサス区間 路線名
(I)歩道

代表幅員（m）

(O)歩行者
自転車数
（人/12h）

(O)公共
施設数

(O)H27
高齢者人
口（人）

274_1057 一般国道２７４号 　　 3.5 95 4 2,478
274_1059 一般国道２７４号 　　 3.5 210 2 1,710
274_1060 一般国道２７４号 　　 3.5 179 0 674
274_1062 一般国道２７４号 　　 3.5 293 3 3,539
274_1063 一般国道２７４号 　　 3.5 814 3 3,521
274_21056 一般国道２７４号 3.5 92 0 1,613
274_71053 一般国道２７４号 　　 3.5 2,774 5 3,218
274_71058 一般国道２７４号 3.5 210 1 3,437
275_1064 一般国道２７５号 　　 4.5 241 1 867
275_1065 一般国道２７５号 　　 4.5 168 2 2,149
275_1066 一般国道２７５号 　　 4.5 424 4 2,078
275_1067 一般国道２７５号 　　 4.5 252 0 1,030
275_1068 一般国道２７５号 　　 3.0 35 1 1,158
275_31068 一般国道２７５号 3.0 17 0 1,113
337_1070 一般国道３３７号 　　 3.5 37 5 4,097
337_31069 一般国道３３７号 3.5 15 2 4,670
453_1071 一般国道４５３号 　　 4.0 936 35 2,609
453_1072 一般国道４５３号 　　 4.0 1,837 11 3,075
453_1073 一般国道４５３号 　　 3.5 3,480 14 2,292
453_1074 一般国道４５３号 　　 3.5 372 3 1,563
453_1075 一般国道４５３号 　　 3.5 294 11 1,571
453_1076 一般国道４５３号 　　 3.0 550 7 3,163
453_21075 一般国道４５３号 3.0 294 0 2,982
572_14008 新琴似第７横線 3.5 20 1 0
1001_4002 小樽定山渓線 3.5 113 2 377
1001_64001 小樽定山渓線 2.5 0 0 46
1003_4003 札幌夕張線 4.0 1,946 5 1,457
1003_4004 札幌夕張線 4.0 3,537 33 2,690
1003_4005 札幌夕張線 4.3 5,542 24 2,327
1003_4006 札幌夕張線 4.0 3,043 23 4,116
1044_4008 石狩手稲線 4.7 3,583 19 2,234
1082_4009 西野真駒内清田線 3.5 1,991 17 3,296
1082_4010 西野真駒内清田線 3.0 3,265 5 3,229
1082_4011 西野真駒内清田線 3.5 3,384 12 2,583
1082_4013 西野真駒内清田線 3.5 2,243 13 1,914
1082_4014 西野真駒内清田線 3.5 1,245 5 2,583
1082_4015 西野真駒内清田線 3.5 185 13 3,319
1082_4016 西野真駒内清田線 3.5 266 6 4,192
1082_74012 西野真駒内清田線 2.5 3,384 14 1,544
1089_4017 札幌環状線 4.0 3,183 22 3,341
1089_4018 札幌環状線 3.5 3,380 28 3,146
1089_4019 札幌環状線 3.5 2,199 25 2,379
1089_4020 札幌環状線 3.5 2,347 21 3,768
1089_4021 札幌環状線 3.0 488 10 1,311
1089_4022 札幌環状線 3.0 147 11 900
1089_4023 札幌環状線 3.5 676 8 2,523
1089_4024 札幌環状線 3.5 631 6 2,102
1089_4025 札幌環状線 3.3 333 11 3,228
1089_4026 札幌環状線 3.3 1,879 14 2,570
1089_4027 札幌環状線 3.3 1,538 14 2,669
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センサス区間 路線名
(I)歩道

代表幅員（m）

(O)歩行者
自転車数
（人/12h）

(O)公共
施設数

(O)H27
高齢者人
口（人）

1089_4028 札幌環状線 4.0 1,050 12 3,038
1089_4029 札幌環状線 4.0 1,358 17 2,491
1089_4030 札幌環状線 4.0 805 6 1,773
1089_4031 札幌環状線 4.0 514 6 3,160
1089_4032 札幌環状線 4.0 871 3 2,789
1089_4033 札幌環状線 4.0 987 2 2,607
1089_4034 札幌環状線 4.0 714 9 2,853
1095_64035 京極定山渓線 1.5 1 0 50
1112_4036 札幌当別線 8.0 856 4 3,625
1112_4037 札幌当別線 8.5 47 3 1,804
1112_4038 札幌当別線 10.0 24 1 3,916
1124_4039 宮の沢北１条線 4.5 3,787 42 2,652
1124_4040 宮の沢北１条線 4.0 4,099 49 2,747
1125_4041 前田新川線 3.0 382 3 2,481
1125_4042 前田新川線 2.5 340 0 2,087
1128_4044 札幌北広島環状線 4.5 426 5 2,366
1128_4045 札幌北広島環状線 4.5 298 1 2,128
1128_4046 札幌北広島環状線 5.1 578 6 3,148
1128_4047 札幌北広島環状線 3.1 169 7 3,148
1128_4048 札幌北広島環状線 3.0 58 12 3,136
1128_4049 札幌北広島環状線 6.5 36 0 718
9900_4050 真駒内篠路線 3.5 339 11 3,671
9900_4051 真駒内篠路線 3.5 1,205 9 2,581
9900_4052 真駒内篠路線 3.5 1,091 9 2,901
9900_4053 真駒内篠路線 4.5 5,631 32 2,764
9900_4054 真駒内篠路線 4.0 2,055 33 1,442
9900_4055 真駒内篠路線 4.0 1,934 19 2,206
9900_4056 真駒内篠路線 2.7 544 23 2,725
9900_4057 真駒内篠路線 2.7 651 5 2,879
9900_4058 真駒内篠路線 2.7 841 11 2,142
9901_4059 旭山公園米里線 2.5 669 8 1,214
9901_4060 旭山公園米里線 4.5 2,364 12 3,742
9901_4061 旭山公園米里線 4.7 2,216 12 3,140
9901_4062 旭山公園米里線 3.5 1,385 10 2,409
9901_4063 旭山公園米里線 3.5 968 17 1,862
9901_4064 旭山公園米里線 3.5 1,324 11 2,188
9901_4065 旭山公園米里線 3.7 41 3 2,327
9902_4066 南１９条宮の沢線 3.3 654 2 3,959
9902_4067 南１９条宮の沢線 5.8 2,156 7 3,649
9902_4068 南１９条宮の沢線 3.3 1,268 11 1,336
9902_4069 南１９条宮の沢線 3.5 2,155 7 1,943
9902_4070 南１９条宮の沢線 5.3 2,230 11 2,638
9902_4071 南１９条宮の沢線 3.5 2,053 13 2,924
9903_4072 羊ヶ丘線 4.0 1,976 12 2,717
9903_4073 羊ヶ丘線 4.0 241 14 3,174
9903_4074 羊ヶ丘線 4.0 154 10 1,523
9903_4075 羊ヶ丘線 4.0 334 6 2,394
9904_4076 厚別東北郷線 3.3 1,518 20 2,421
9905_4077 手稲インタ－線 4.5 162 2 3,498
3273_6001 花畔札幌線 1.5 798 12 1,797
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センサス区間 路線名
(I)歩道

代表幅員（m）

(O)歩行者
自転車数
（人/12h）

(O)公共
施設数

(O)H27
高齢者人
口（人）

3273_6002 花畔札幌線 1.5 524 16 3,093
3273_6003 花畔札幌線 3.2 2,920 28 3,160
3276_6004 琴似停車場線 5.0 6,133 31 4,223
3277_6005 琴似停車場新琴似線 3.5 3,309 22 2,878
3277_6006 琴似停車場新琴似線 2.6 524 16 2,605
3325_6007 厚別停車場線 2.7 1,935 8 2,844
3326_46001 桑園停車場線 3.5 1,935 18 2,415
3341_6009 真駒内御料札幌線 4.0 3 8 1,226
3341_6010 真駒内御料札幌線 4.5 1,530 9 3,775
3341_6011 真駒内御料札幌線 3.5 1,442 21 2,317
3341_76008 真駒内御料札幌線 3.0 3 0 1,355
3368_46002 白石停車場線 2.5 1,935 12 2,536
3431_6012 丘珠空港線 3.5 2,022 25 2,712
3452_6013 下手稲札幌線 3.5 1,391 15 2,072
3452_6014 下手稲札幌線 3.5 1,322 11 2,500
3452_6015 下手稲札幌線 3.5 2,729 31 998
3453_6016 西野白石線 3.5 1,641 29 2,652
3453_6017 西野白石線 3.5 3,360 27 3,440
3453_6018 西野白石線 3.5 3,173 14 2,903
3453_6019 西野白石線 2.5 2,268 9 1,932
3453_6020 西野白石線 3.5 2,952 12 3,453
3453_6021 西野白石線 3.5 3,676 12 2,579
3453_6022 西野白石線 3.5 1,805 10 2,487
3453_6023 西野白石線 3.5 3,946 14 2,616
3453_6024 西野白石線 3.5 3,029 7 1,974
3508_46004 矢臼場札幌線 2.0 798 4 432
3526_46003 東札幌停車場線 2.5 1,935 5 1,282
3626_6025 東雁来江別線 3.5 49 1 1,547
3864_6026 大麻東雁来線 3.5 526 10 3,655
3864_6027 大麻東雁来線 3.5 650 17 2,095
3865_6028 樽川篠路線 4.5 2,647 20 2,999
4137_6029 丘珠空港東線 4.5 1,596 11 2,537
4138_6030 厚別平岡線 3.8 1,429 36 2,674
45_7001 競馬場線 6.0 2,409 4 1,037
128_7005 西２８丁目線 3.2 2,258 8 3,405
826_7002 川沿石山連絡線 3.5 119 14 4,754
977_7003 菊水元町６条中通１号 3.3 710 3 3,489
1023_7004 伏古川通線 4.5 468 5 3,497
1214_7006 二十四軒１条線 5.0 1,525 19 3,427
3190_7007 新川支線 3.0 2,260 10 3,226
9517_7008 北大横断線 5.0 7,590 10 1,869
9533_7009 北１５条線 4.0 6,180 19 1,823
9533_7010 北１５条線 3.5 2,676 24 3,063
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7.2.2 歩行空間サービスレベル評価の定義 

歩行空間のサービスレベルを決める上では、「歩行者数」や「自転車数」のみならず、対

象区間の沿道状況を評価する都市施設や、地域の将来動向を見据えた将来高齢者数などと、

現状の歩道幅員の関連性を DEA により相対的に評価する。 

そこで、D 効率値は 1.0 に近い区間ほど、与えられた歩道幅員に対して、限界まで歩行

者・自転車数を捌き、都市施設を有し、かつ将来高齢者が多い区間であると判断できるこ

とから、歩行空間サービスレベルが低い区間と定義する。一方で、D 効率値が低い区間は、

現状の歩行者数や自転車数、都市施設等などにおいては、歩道幅員はまだ余力があると判

断できるため、サービスレベルが高い区間と定義する。 
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7.3 歩行空間サービスレベル評価結果 

DEA による 193 区間の評価結果の内、D 効率値が高い上位 20 区間、つまり歩行空間サ

ービスレベルが低い区間と、サービスレベルが高い 20 区間を抽出し、表 7.4.1 と表 7.4.2 に

示す。 

D 効率値が 1.0 と評価され、歩行空間のサービスレベルが低い区間は 6 区間が抽出され、

歩行者数や自転車数が高い区間となっているが、一般国道 230 号については、歩行者数・

自転車数は、20 区間の平均以下であるが、他の路線に比して将来高齢者数が多い区間であ

るため、サービスレベルが低く評価されたのが特徴である。また、花畔札幌線のように、

歩道幅員が極端に狭い区間や、北大横断線のように、現状においても歩道幅員がある程度

確保されているが、自転車数が他区間と比して極端に高い区間についても、サービスレベ

ルが低いと評価されている。 

D 効率値が高い区間、つまりサービスレベルが低い区間の地理的特性をみると、都心部

を中心に花畔札幌線、宮の沢北 1 条線、真駒内篠路線、札幌夕張線など、都心部から放射

系に延びる路線において、高い値を示しサービスレベルが低いと評価されているのが特徴

である。また、郊外部については、新札幌副都心部へのアクセス機能を有している厚別平

岡線や、JR 新川駅へのアクセス機能を有している琴似停車場新琴似線の値が高くなってい

る。これらの区間は、交通結節点へのアクセス機能が高く、歩行者や自転車の通行量や路

線沿線に都市施設が多いにも関わらず、他区間に比して歩行空間サービスレベルが低いと

評価できる。一方で、D 効率値が低く、歩行空間のサービスレベルが高い区間を概観する

と、大部分の区間において歩道幅員が 3.5m 以上にも関わらず、歩行者数、自転車数共に、

数十人・台程度であり、かつ公共施設数についても、３施設程度となっており、容量的に

も歩行空間に余裕があり、サービスレベルが高い路線となっている。 

D 効率値が低い区間、つまりサービスレベルが高い区間の地理的特性をみると、京極定

山渓線、小樽定山渓線などの山間部路線が低い値を示している。また、札幌当別線の２区

間については、それぞれ歩道幅員が 10.0m、8.5m と広幅員であるにも関わらず、各指標値

が低く、サービスレベルが高い路線となっている。 

各 20 区間における各項目の平均値を比較すると、入力項目である「歩道幅員」の平均値

において、サービスレベルが低い 20 区間では 3.6m であるのに対し、サービスレベルが高

い 20 区間では 4.2m となっており、他項目が極端に低い値にも関わらず、歩道幅員は広い

結果となっている。つまり、構築した歩行空間のサービスレベル評価手法を適用すること

で、都心部や地下鉄・JR などの交通結節点へのアクセス機能が高い路線については、サー

ビスレベルが低く、反面、山間部路線など車両の走行空間としての機能が高い路線につい

ては、サービスレベルが高く、各路線が有する多様な機能を踏まえた評価が可能となった。 
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表 7.3.1 DEA の分析結果（サービスレベルが低い 20 区間） 

 

 

 

 

 

入力項目

歩道幅員
（m）

歩行者数
（人/12h）

自転車数
（台/12h）

都市
施設数

H27
高齢者
人口

一般国道２３０号 3.0 1,930 1,468 28 4,241 1.00 1

札幌夕張線 4.3 4,378 1,164 24 2,327 1.00 1

宮の沢北１条線 4.0 2,698 1,401 49 2,747 1.00 1

花畔札幌線 1.5 91 433 16 3,093 1.00 1

北大横断線 5.0 2,652 4,938 10 1,869 1.00 1

北１５条線 4.0 2,453 3,727 19 1,823 1.00 1

西野真駒内清田線 2.5 1,877 1,507 14 1,544 0.98 7

真駒内篠路線 4.5 3,350 2,281 32 2,764 0.97 8

琴似停車場線 5.0 3,473 2,660 31 4,223 0.95 9

西野白石線 3.5 3,008 938 14 2,616 0.94 10

琴似停車場新琴似線 3.5 964 2,345 22 2,878 0.92 11

西野真駒内清田線 3.0 1,672 1,593 5 3,229 0.90 12

西野白石線 3.5 2,309 1,051 27 3,440 0.89 13

花畔札幌線 3.2 1,573 1,347 28 3,160 0.88 14

札幌環状線 3.5 1,832 1,548 28 3,146 0.85 15

西野白石線 3.5 2,468 1,208 12 2,579 0.84 16

札幌夕張線 4.0 1,819 1,718 33 2,690 0.84 17

新川支線 3.0 823 1,437 10 3,226 0.82 18

厚別平岡線 3.8 288 1,141 36 2,674 0.81 19

宮の沢北１条線 4.5 2,456 1,331 42 2,652 0.80 20

上位20区間平均 3.6 2,106 1,762 24 2,846

路線名

出力項目

Ｄ
効率値

－

順位
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表 7.3.2 DEA 分析結果（サービスレベルが高い区間） 

 

入力項目

歩道幅員
（m）

歩行者数
（人/12h）

自転車数
（台/12h）

都市
施設数

H27
高齢者
人口

東雁来江別線 3.5 7 42 1 1,547 0.21 174

札幌当別線 10.0 8 16 1 3,916 0.19 175

一般国道２７５号　　　　　 3.0 8 27 1 1,158 0.19 176

真駒内御料札幌線 4.0 1 2 8 1,226 0.18 177

一般国道２７５号 3.0 2 15 0 1,113 0.18 178

一般国道２３０号 3.5 331 54 1 771 0.15 179

一般国道１２号 4.5 112 110 6 867 0.12 180

一般国道２７５号　　　　　 4.5 68 184 0 1,030 0.12 181

一般国道２３０号 1.5 34 20 2 64 0.11 182

一般国道２７４号　　　　　 3.5 43 136 0 674 0.10 183

札幌当別線 8.5 2 45 3 1,804 0.10 184

一般国道２７５号　　　　　 4.5 81 160 1 867 0.10 185

一般国道２３０号 3.5 257 15 3 238 0.09 186

一般国道２３０号 3.5 226 16 2 245 0.08 187

小樽定山渓線 3.5 109 4 2 377 0.07 188

札幌北広島環状線 6.5 17 19 0 718 0.05 189

一般国道２３１号 5.0 14 33 1 488 0.05 190

新琴似第７横線 3.5 5 15 1 0 0.02 191

京極定山渓線 1.5 0 1 0 50 0.02 192

小樽定山渓線 2.5 0 0 0 46 0.01 193

下位20区間平均 4.2 66 46 2 860 －

順位路線名

出力項目

Ｄ
効率値
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図 7.3.1  路線別 D 効率値の結果 
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7.4 まとめ  

本章では、自動車を主体とした道路空間形成により、多くの問題を抱えている歩行空間

について、「歩行者数」や「自転車数」の通行量と「歩道幅員」の関係だけではなく、沿道

の土地利用状況として、「都市施設数」や「将来高齢者数」を考慮し、DEA の CCR モデル

により、歩行空間サービスレベル評価手法の構築を行った。 

特に、サービスレベルを評価する指標として、沿道の整備状況や、地域の将来動向を勘

案した評価を行うため、沿道の都市施設数と対象となる整備区間を有する地域の将来高齢

者数をコーホート分析により予測し、現状のみならず、将来動向を評価指標に取り入れた

ことが特徴である。 

更に、札幌市内の 193 センサス区間をモデルケースとして、歩行空間のサービスレベル

評価を試みた。 

その結果、歩行者・自転車通行量、都市施設、将来高齢者数に対して、現状の歩行サー

ビスレベルが低い区間を広域的な観点から、具体的に明らかにすることができた。サービ

スレベルが高い区間をおいても、歩行者・自転車数が少ないにも関わらず、将来高齢者や

都市施設が多い区間も抽出されており、歩道幅員と歩行者・自転車数による通行量のみに

よる評価ではなく、地域の特性を踏まえ都市計画的な観点から評価できることも示唆され

た。 
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8.3 都市構造評価分析 

本章では、第 5 章で評価を行った図 5.3.2 から図 5.3.11 に示した札幌市の 187 ゾーンを対

象に都市構造評価分析を行う。道路空間、歩行空間のサービスレベルは交通センサス区間

別の評価のため、各センサス区間評価を隣接するゾーンに振り分けて評価を行う。 

ここで、集約型都市構造を目指す中で集約する地域は、都心部近郊地域であるが、本章

における各地域について定義する。都心及び都心部近郊(以下、都心部近郊)とは、札幌市都

市計画マスタープランにおける「複合型高度利用市街地」とし、概ね環状通内側の地域で、

集約化都市構造を促進させる上では、重要な地域と位置づけられている。そこで、環状通

以内を都心部近郊とし、それ以外の地域については、郊外部と定義する。 

次に、各ゾーンの 3 つの観点の効率値を札幌市全体の各平均効率値と比較し、整理する

と、表 8.3.1 に示す 8 通りであり、この分類表から、各ゾーンを分類し評価を行う。 

表 8.3.1 に示すように、全ての利便性やサービスレベルが高い分類 1 の地域が、都心部近

郊の地域に集中する場合は、都市の集約化は進んでいると考えられるが、一方、郊外部に

分類 1 が多い場合や、全ての項目が低い分類 8 の地域が都心部近郊に多い場合は、郊外部

においても都心部と比して利便性やサービスレベルが高い都市構造であることから、集約

化が進まない都市構造であると考える。 

 

表 8.3.1 評価結果分類表（札幌市全体の各平均効率値と比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標 分類1 分類2 分類3 分類4 分類5 分類6 分類7 分類8

道路空間 高 低 高 低 高 低 高 低

歩行空間 高 高 低 低 高 高 低 低

居住環境 高 高 高 高 低 低 低 低
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8.4. 札幌市の都市構造分析結果 

8.4.1 ゾーン別分析結果 

対象とする 187 のゾーンの分析結果を表 8.4.1 及び図 8.4.1 に示す。地域別に見ると、郊

外部である札幌市東部の東区東雁来、北区屯田、手稲区星置・前田などで各効率値が高い

地域となっている。当該地域は札幌市内の中で低層の住居地域であるが、新興住宅地であ

り、郊外型の大型商業施設が整備されている。手稲区については、JR 沿線であり、東区、

北区はサービス水準の高いバス路線網も網羅されている、また、東雁来は骨格道路である

国道 274 号、国道 275 号、手稲星置・前田には国道 5 号、国道 337 号が整備されており、

このような地域は、自動車利用の利便性も高い地域であり、住民にとっては総合的に住み

やすい地域であると考えられる。 

次に、都心部近郊である環状通以内において効率値が高い地域を見ると、白石区菊水・

東札幌周辺があげられる。この地域は、地下鉄沿線地域であることに加えて、幹線道路で

ある国道 12 号、平和通、環状通を有しており、これら幹線道路はバス路線にもなっている

ことから公共交通の利便性は高い地域である。加えて幹線道路である環状通、南郷通につ

いては、６車線化されており自動車の利便性も高い地域である。 

 



 

 

 

図 8.4.1
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1 ゾーン別別分析結果
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表 8.4.1 ゾーン別分析結果 

 
 

N
o

ゾ
ー

ン
N

o
道

路
空

間
歩

行
空

間
居

住
環

境
N

o
ゾ

ー
ン

N
o

道
路

空
間

歩
行

空
間

居
住

環
境

N
o

ゾ
ー

ン
N

o
道

路
空

間
歩

行
空

間
居

住
環

境
N

o
ゾ

ー
ン

N
o

道
路

空
間

歩
行

空
間

居
住

環
境

1
1
0
1
1
3
1

0
.5

2
7

0
.3

1
6

0
.7

1
1

6
1

1
0
3
1
6
3

0
.5

1
9

0
.3

4
2

0
.5

3
9

1
2
1

1
0
6
1
3
4

0
.2

4
8

0
.0

5
5

0
.7

6
6

1
8
1

1
1
0
1
2
3

0
.5

5
6

0
.4

6
4

0
.5

8
0

2
1
0
1
1
3
2

0
.5

5
2

0
.5

5
7

0
.5

6
8

6
2

1
0
3
1
7
1

0
.5

5
7

0
.5

3
2

0
.2

5
8

1
2
2

1
0
6
1
4
1

0
.2

4
8

0
.0

5
5

0
.4

8
6

1
8
2

1
1
0
1
2
4

0
.5

5
6

0
.2

4
5

0
.2

7
9

3
1
0
1
1
4
1

0
.6

1
3

0
.4

3
2

0
.9

8
1

6
3

1
0
3
1
7
2

0
.4

6
0

0
.5

1
6

0
.3

8
5

1
2
3

1
0
6
1
4
2

0
.4

5
8

0
.3

2
3

0
.3

2
1

1
8
3

1
1
0
1
2
5

0
.5

5
6

0
.7

0
4

0
.3

7
7

4
1
0
1
1
4
2

0
.5

0
3

0
.6

0
7

0
.5

4
7

6
4

1
0
3
1
8
1

0
.7

4
6

0
.5

9
7

0
.5

0
4

1
2
4

1
0
6
1
5
2

0
.4

3
4

0
.6

4
1

0
.5

6
3

1
8
4

1
1
0
1
2
6

0
.5

5
6

0
.7

2
9

0
.3

9
2

5
1
0
1
1
5
1

0
.7

2
5

0
.4

6
0

0
.3

9
6

6
5

1
0
3
1
8
2

0
.7

4
6

0
.6

2
9

0
.5

2
4

1
2
5

1
0
6
1
5
3

0
.7

2
2

0
.5

5
4

0
.6

0
5

1
8
5

1
1
0
1
3
1

0
.5

7
7

0
.6

9
2

0
.5

6
4

6
1
0
1
1
5
2

0
.7

2
5

0
.5

1
5

0
.7

3
4

6
6

1
0
3
1
8
3

0
.6

9
5

0
.8

6
8

0
.3

6
0

1
2
6

1
0
6
1
6
4

0
.7

7
6

0
.8

2
7

0
.6

7
6

1
8
6

1
1
0
1
3
2

0
.5

5
6

0
.8

3
0

0
.3

2
3

7
1
0
1
1
6
1

0
.7

2
5

0
.4

8
4

0
.5

0
6

6
7

1
0
3
1
8
4

0
.7

4
6

0
.6

2
9

0
.5

3
5

1
2
7

1
0
6
1
6
5

0
.7

7
6

0
.8

2
7

0
.5

1
0

1
8
7

1
1
0
1
3
3

0
.5

5
6

0
.7

0
7

0
.3

4
7

8
1
0
1
1
6
2

0
.7

2
5

0
.5

4
5

0
.3

3
8

6
8

1
0
3
1
8
5

0
.6

8
6

0
.7

2
2

0
.4

2
3

1
2
8

1
0
6
1
7
3

0
.7

7
6

0
.9

6
9

0
.3

1
1

9
1
0
1
1
7
1

0
.6

6
8

0
.2

9
4

0
.2

8
2

6
9

1
0
3
1
8
6

0
.5

1
6

0
.7

7
0

0
.7

2
5

1
2
9

1
0
7
1
1
1

0
.5

3
7

0
.3

9
0

0
.4

6
0

1
0

1
0
1
1
7
2

0
.5

2
7

0
.3

5
1

0
.5

9
6

7
0

1
0
3
1
9
1

0
.6

3
2

0
.4

6
9

1
.0

0
0

1
3
0

1
0
7
1
1
2

0
.6

5
6

0
.1

8
3

0
.4

1
4

1
1

1
0
1
1
8
1

0
.6

6
8

0
.5

5
4

0
.7

2
8

7
1

1
0
3
1
9
2

0
.6

9
5

0
.9

7
7

0
.6

1
3

1
3
1

1
0
7
1
2
1

0
.5

2
7

0
.4

2
2

0
.4

0
0

1
2

1
0
1
1
8
2

0
.6

6
8

0
.3

9
9

0
.7

9
4

7
2

1
0
4
1
1
1

0
.5

5
0

0
.5

4
2

0
.3

3
4

1
3
2

1
0
7
1
2
2

0
.6

5
6

0
.4

2
2

0
.4

3
5

1
3

1
0
1
1
9
1

0
.5

0
7

0
.4

9
6

0
.3

7
8

7
3

1
0
4
1
1
2

0
.7

0
7

0
.4

4
7

0
.7

0
8

1
3
3

1
0
7
1
2
3

0
.6

5
6

0
.7

1
3

0
.5

7
1

1
4

1
0
1
1
9
2

0
.5

0
7

0
.5

2
4

0
.3

5
8

7
4

1
0
4
1
1
3

0
.6

2
9

0
.7

3
3

0
.7

3
6

1
3
4

1
0
7
1
3
1

0
.6

2
2

0
.4

3
0

0
.6

6
0

1
5

1
0
1
2
0
1

0
.7

2
5

0
.6

5
4

0
.4

1
6

7
5

1
0
4
1
2
1

0
.7

0
7

0
.4

9
0

0
.5

4
5

1
3
5

1
0
7
1
3
2

0
.5

3
7

0
.4

4
9

0
.3

9
1

1
6

1
0
1
2
0
2

0
.7

2
5

0
.7

2
9

0
.9

0
8

7
6

1
0
4
1
2
2

0
.7

0
7

0
.6

9
5

0
.7

5
5

1
3
6

1
0
7
1
3
3

0
.6

5
6

0
.3

3
1

0
.2

8
9

1
7

1
0
1
2
0
3

0
.7

2
5

0
.7

4
6

0
.7

9
6

7
7

1
0
4
1
2
3

0
.7

0
7

0
.7

4
0

0
.7

9
0

1
3
7

1
0
7
1
4
1

0
.6

5
6

0
.6

0
8

0
.2

7
3

1
8

1
0
1
2
0
4

0
.7

2
5

0
.7

4
8

0
.8

5
3

7
8

1
0
4
1
3
1

0
.7

1
6

0
.4

3
6

0
.2

9
2

1
3
8

1
0
7
1
4
2

0
.6

5
6

0
.3

4
9

0
.3

8
9

1
9

1
0
1
2
0
5

0
.7

2
5

0
.7

4
8

0
.6

6
2

7
9

1
0
4
1
3
2

0
.7

4
3

0
.6

0
7

0
.4

2
2

1
3
9

1
0
7
1
5
1

0
.6

5
6

0
.4

4
8

0
.3

3
6

2
0

1
0
1
2
0
6

0
.6

6
4

0
.3

3
6

1
.0

0
0

8
0

1
0
4
1
3
3

0
.7

4
3

0
.5

2
5

0
.3

3
0

1
4
0

1
0
7
1
5
2

0
.6

5
6

0
.5

0
6

0
.4

2
6

2
1

1
0
1
2
1
1

0
.5

2
7

0
.3

9
2

0
.2

0
1

8
1

1
0
4
1
4
1

0
.7

4
3

0
.0

8
3

0
.6

9
8

1
4
1

1
0
7
1
5
3

0
.6

5
6

0
.6

0
8

0
.3

6
5

2
2

1
0
1
2
1
2

0
.6

0
2

0
.6

5
6

0
.4

7
6

8
2

1
0
4
1
4
2

0
.7

4
3

0
.3

7
2

0
.3

6
0

1
4
2

1
0
7
1
5
4

0
.6

5
6

0
.4

5
9

0
.2

6
8

2
3

1
0
1
2
1
3

0
.5

2
7

0
.6

6
5

0
.3

3
6

8
3

1
0
4
1
4
3

0
.6

5
8

0
.7

3
4

0
.4

6
9

1
4
3

1
0
7
1
6
1

0
.6

5
6

0
.1

8
9

0
.3

4
8

2
4

1
0
2
1
1
1

0
.6

1
6

0
.3

4
7

0
.3

5
2

8
4

1
0
4
1
5
1

0
.6

5
8

0
.3

6
7

0
.2

4
6

1
4
4

1
0
7
1
6
2

0
.5

1
1

0
.5

9
3

0
.3

0
1

2
5

1
0
2
1
1
2

0
.6

7
2

0
.3

7
0

0
.3

1
7

8
5

1
0
4
1
6
1

0
.7

3
5

0
.5

7
1

0
.3

4
9

1
4
5

1
0
7
1
7
1

0
.6

5
6

0
.5

6
6

0
.2

6
4

2
6

1
0
2
1
1
3

0
.4

4
7

0
.2

9
2

1
.0

0
0

8
6

1
0
4
1
7
1

0
.6

2
6

0
.6

4
4

0
.3

2
0

1
4
6

1
0
7
1
7
2

0
.5

3
7

0
.6

5
6

1
.0

0
0

2
7

1
0
2
1
2
1

0
.6

1
3

0
.3

8
2

0
.6

2
7

8
7

1
0
4
1
7
2

0
.7

3
5

0
.7

6
7

0
.6

1
7

1
4
7

1
0
7
1
8
1

0
.6

5
6

0
.6

0
8

0
.2

4
1

2
8

1
0
2
1
2
2

0
.6

2
2

0
.2

5
5

0
.3

4
5

8
8

1
0
4
1
8
1

0
.7

3
5

0
.5

4
5

0
.4

2
8

1
4
8

1
0
7
1
8
2

0
.5

8
3

0
.5

1
9

0
.4

1
6

2
9

1
0
2
1
3
1

0
.5

8
9

0
.5

0
3

0
.3

5
4

8
9

1
0
4
1
8
2

0
.5

7
3

0
.6

2
0

0
.3

9
8

1
4
9

1
0
8
1
1
1

0
.6

2
4

0
.5

4
0

0
.4

4
2

3
0

1
0
2
1
3
2

0
.4

7
2

0
.6

0
4

0
.4

4
6

9
0

1
0
4
1
8
3

0
.7

3
5

0
.4

1
2

0
.4

4
0

1
5
0

1
0
8
1
2
1

0
.7

0
2

0
.4

1
3

0
.4

1
0

3
1

1
0
2
1
4
1

0
.6

2
2

0
.3

0
0

0
.3

9
9

9
1

1
0
4
1
9
1

0
.5

2
7

0
.7

7
9

1
.0

0
0

1
5
1

1
0
8
1
2
2

0
.7

0
2

0
.2

4
5

0
.3

3
9

3
2

1
0
2
1
4
2

0
.6

2
2

0
.3

8
6

0
.4

4
1

9
2

1
0
4
2
0
1

0
.7

3
5

0
.5

2
1

0
.4

1
2

1
5
2

1
0
8
1
2
3

0
.5

2
3

0
.2

4
5

0
.7

2
5

3
3

1
0
2
1
5
1

0
.6

2
2

0
.4

6
5

0
.5

3
9

9
3

1
0
5
1
1
1

0
.4

8
5

0
.4

6
6

0
.6

0
4

1
5
3

1
0
8
1
2
4

0
.5

2
3

0
.3

1
9

0
.5

3
9

3
4

1
0
2
1
5
2

0
.6

2
2

0
.4

3
5

0
.4

6
0

9
4

1
0
5
1
1
2

0
.5

2
3

0
.4

6
3

0
.3

9
7

1
5
4

1
0
8
1
3
1

0
.5

5
7

0
.3

6
7

0
.2

9
0

3
5

1
0
2
1
6
1

0
.3

8
6

0
.4

6
5

0
.3

2
1

9
5

1
0
5
1
2
1

0
.6

8
9

0
.4

4
6

0
.4

4
3

1
5
5

1
0
8
1
3
2

0
.5

2
3

0
.3

4
9

0
.6

2
8

3
6

1
0
2
1
6
2

0
.4

9
8

0
.4

3
5

0
.3

6
4

9
6

1
0
5
1
2
2

0
.6

8
9

0
.5

3
5

0
.3

2
3

1
5
6

1
0
8
1
4
1

0
.5

2
3

0
.5

2
1

0
.4

5
8

3
7

1
0
2
1
7
1

0
.5

3
7

0
.7

0
9

0
.4

6
9

9
7

1
0
5
1
3
1

0
.5

2
3

0
.4

0
1

0
.6

0
4

1
5
7

1
0
8
1
4
2

0
.5

2
3

0
.6

2
7

0
.4

0
2

3
8

1
0
2
1
7
2

0
.6

2
2

0
.8

3
3

0
.4

3
0

9
8

1
0
5
1
3
2

0
.5

2
3

0
.4

2
5

0
.3

0
2

1
5
8

1
0
8
1
5
1

0
.7

0
2

0
.5

4
1

0
.3

1
4

3
9

1
0
2
1
8
1

0
.4

9
8

0
.4

9
5

0
.4

5
3

9
9

1
0
5
1
4
1

0
.3

8
5

0
.4

5
1

0
.4

1
9

1
5
9

1
0
8
1
5
2

0
.5

2
3

0
.5

2
1

0
.3

1
2

4
0

1
0
2
1
8
2

0
.4

9
8

0
.7

3
6

0
.3

3
9

1
0
0

1
0
5
1
4
2

0
.2

2
7

0
.4

7
7

0
.3

9
5

1
6
0

1
0
8
1
5
3

0
.5

2
3

0
.4

0
3

0
.3

1
9

4
1

1
0
2
1
8
3

0
.7

4
6

0
.7

7
7

0
.3

1
5

1
0
1

1
0
5
1
4
3

0
.5

4
3

0
.4

2
9

0
.4

0
3

1
6
1

1
0
9
1
1
1

0
.7

7
8

0
.6

5
6

0
.3

9
5

4
2

1
0
2
1
9
1

0
.5

8
0

0
.5

1
5

0
.4

4
2

1
0
2

1
0
5
1
5
1

0
.6

7
8

0
.5

2
0

0
.5

5
6

1
6
2

1
0
9
1
2
1

0
.7

7
8

0
.5

2
4

0
.5

6
6

4
3

1
0
2
1
9
2

0
.7

4
6

0
.3

8
4

0
.4

4
5

1
0
3

1
0
5
1
5
2

0
.6

7
8

0
.4

2
4

0
.4

0
9

1
6
3

1
0
9
1
2
2

0
.7

7
8

0
.7

7
8

0
.4

7
2

4
4

1
0
2
1
9
3

0
.7

0
1

0
.5

0
9

0
.4

2
1

1
0
4

1
0
5
1
5
3

0
.7

1
6

0
.1

1
1

0
.3

6
5

1
6
4

1
0
9
1
2
3

0
.6

7
5

1
.0

3
2

0
.6

0
1

4
5

1
0
2
1
9
5

0
.7

0
1

0
.7

1
1

0
.7

9
0

1
0
5

1
0
5
1
6
1

0
.6

1
9

0
.6

3
3

0
.3

0
1

1
6
5

1
0
9
1
2
4

0
.6

7
5

1
.0

3
2

0
.5

1
4

4
6

1
0
2
1
9
6

0
.6

5
6

0
.4

2
1

0
.8

9
9

1
0
6

1
0
5
1
6
2

0
.5

9
8

0
.1

1
1

0
.3

8
4

1
6
6

1
0
9
1
2
5

0
.6

7
5

0
.7

4
5

0
.6

4
7

4
7

1
0
2
1
9
7

0
.7

4
6

0
.2

0
1

0
.5

0
9

1
0
7

1
0
5
1
7
1

0
.6

4
0

0
.6

1
7

0
.3

5
6

1
6
7

1
0
9
1
2
6

0
.7

7
8

0
.7

7
8

0
.5

7
7

4
8

1
0
2
2
0
1

0
.7

4
6

0
.7

8
9

0
.3

6
3

1
0
8

1
0
5
1
7
2

0
.6

4
0

0
.6

3
3

0
.3

4
5

1
6
8

1
0
9
1
3
1

0
.6

7
5

0
.4

8
8

0
.3

7
2

4
9

1
0
2
2
0
2

0
.6

5
6

0
.7

3
0

0
.2

3
8

1
0
9

1
0
5
1
7
3

0
.5

4
3

0
.5

9
5

0
.2

7
6

1
6
9

1
0
9
1
3
2

0
.6

7
5

0
.7

3
2

0
.4

9
0

5
0

1
0
3
1
1
1

0
.5

6
0

0
.2

7
0

0
.4

4
7

1
1
0

1
0
5
1
7
4

0
.6

4
0

0
.5

8
0

0
.3

7
5

1
7
0

1
0
9
1
3
3

0
.6

7
5

0
.7

3
2

0
.3

2
0

5
1

1
0
3
1
1
2

0
.7

3
2

0
.2

0
7

0
.3

6
2

1
1
1

1
0
6
1
1
1

0
.5

4
3

0
.2

7
0

0
.3

2
8

1
7
1

1
0
9
1
3
4

0
.6

7
5

0
.7

3
2

0
.3

1
7

5
2

1
0
3
1
2
1

0
.3

9
4

0
.7

1
3

0
.4

9
2

1
1
2

1
0
6
1
1
2

0
.5

4
3

0
.2

7
0

0
.3

8
4

1
7
2

1
0
9
1
4
1

0
.6

4
4

0
.6

2
2

0
.3

2
9

5
3

1
0
3
1
3
1

0
.6

7
2

0
.3

4
5

0
.5

2
1

1
1
3

1
0
6
1
1
3

0
.5

4
3

0
.4

7
7

0
.8

5
5

1
7
3

1
0
9
1
5
1

0
.7

7
8

0
.6

7
7

0
.3

8
7

5
4

1
0
3
1
3
2

0
.4

4
7

0
.2

8
4

0
.3

1
9

1
1
4

1
0
6
1
1
4

0
.4

3
4

0
.6

6
4

0
.5

0
8

1
7
4

1
0
9
1
5
2

0
.7

2
6

0
.8

1
4

0
.3

5
5

5
5

1
0
3
1
4
1

0
.6

6
9

0
.4

3
8

0
.4

0
6

1
1
5

1
0
6
1
2
1

0
.5

1
6

0
.5

5
9

0
.3

5
3

1
7
5

1
0
9
1
5
3

0
.6

7
5

0
.7

3
2

0
.5

6
6

5
6

1
0
3
1
4
2

0
.7

1
6

0
.4

7
6

0
.4

0
7

1
1
6

1
0
6
1
2
2

0
.4

3
4

0
.6

8
8

0
.2

6
3

1
7
6

1
1
0
1
1
1

0
.5

9
8

0
.7

9
2

0
.6

2
1

5
7

1
0
3
1
5
1

0
.5

1
9

0
.1

9
7

0
.3

8
4

1
1
7

1
0
6
1
2
3

0
.4

3
4

0
.7

7
5

0
.3

0
2

1
7
7

1
1
0
1
1
2

0
.5

5
6

0
.4

4
3

0
.6

4
9

5
8

1
0
3
1
5
2

0
.5

1
9

0
.3

5
3

0
.4

4
4

1
1
8

1
0
6
1
2
4

0
.4

3
8

0
.6

2
5

0
.5

7
8

1
7
8

1
1
0
1
1
3

0
.5

9
8

0
.7

9
2

0
.5

9
4

5
9

1
0
3
1
6
1

0
.6

4
6

0
.5

1
6

0
.3

8
3

1
1
9

1
0
6
1
3
1

0
.5

3
3

0
.6

8
5

0
.4

6
6

1
7
9

1
1
0
1
2
1

0
.7

0
2

0
.3

4
4

0
.2

8
2

6
0

1
0
3
1
6
2

0
.7

1
6

0
.4

3
6

0
.3

5
2

1
2
0

1
0
6
1
3
3

0
.2

4
8

0
.2

2
6

0
.4

4
8

1
8
0

1
1
0
1
2
2

0
.5

5
6

0
.3

4
4

0
.3

3
6



 

117 
 

8.4.2 区別分析結果 

現在、札幌市は 10 区の行政区により構成されている。対象とする 187 のゾーンの分析結

果について、区別に平均効率値を算出したものを表 8.4.2 に示す。 

分析結果を見ると、道路空間については、札幌市の外縁部に位置する手稲区の評価が最

も高いことがわかる。一方、都心部を含む中央区、都心部に隣接する白石区についても高

い値を示している。一方、最も低いのは郊外部である南区であり、骨格道路である国道 230

号は、行楽シーズンには渋滞が顕著であり、道路交通ネットワークが脆弱な地域のため、

低い評価になったと考えられる。 

歩行空間についても、郊外部の手稲区が最も高く、次いで清田区なっており、両区とも

郊外部である。道路空間形成については、自動車を主体とした整備が進められてきたが、

両区は比較的新しく区制が引かれ、歩行空間については、今後の高齢社会に適応した整備

が進められたために、サービスレベルが高い地域であると考えられる。 

さらに居住環境については、都心部を含む中央区が突出して高く、次いで白石区となっ

ている。一方、豊平区、西区が低い傾向を示していることから、都心部が優位であること

が明らかとなった。 

都心部を含む中央区は、居住環境が突出して高い一方で、道路空間、歩行空間について

は、郊外部の地域が優位となっており、相対的に都心部と同等の利便性を享受している。 

 

表 8.4.2 区別分析結果 

 

 

 

 

区 道路空間  歩行空間 居住環境 各区平均

中央区 0.634 0.531 0.590 0.585

北区 0.609 0.502 0.465 0.525

東区 0.618 0.513 0.472 0.534

白石区 0.686 0.554 0.507 0.582

豊平区 0.574 0.462 0.403 0.480

南区 0.506 0.527 0.485 0.506

西区 0.619 0.473 0.412 0.501

厚別区 0.579 0.424 0.431 0.478

手稲区 0.711 0.738 0.461 0.637

清田区 0.577 0.591 0.445 0.538

札幌市平均 0.614 0.528 0.472 0.538
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図 8.4.4 広域交流拠点及び地域中心核 
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8.5 まとめ 

集約型都市構造の実現に向けては、札幌市に限らず全国の都市で検討を進められている

が、これまでは都心部の再開発や地区整備計画により人口集約を図ることに主眼が置かれ

てきた。しかし、自動車依存型生活による郊外化が定着した都市においては、都心部や都

心部近郊の利便性を総合的に向上させなければ人口流動は誘発できないことは周知のとお

りである。 

本章では「居住環境利便性」、「道路空間サービスレベル」、「歩行空間サービスレベル」、

の３つの観点から、都市構造を分類し、総合的に評価した。その結果、都心部においても

総合的に利便性が高い地域はあるこが明らかとなったが、一方で、郊外部の利便性も高い

ことが顕著となった。特に、都心部から大きく離れた地域においても、利便性が高い地域

があり、このような地域の利便性を過度に高めない一方で、集約させたい都心部近郊地域

には、郊外部と比較して、各サービス水準を高める都市政策が必要である。また、広域交

流拠点と地域中心核拠点の考察から、北区篠路、栄町、光星、南区澄川については利便性

が特に低い地域となっている。 

特に、札幌市では、公共交通ネットワークが全市的に網羅されており、利用者が少ない

郊外部においても、赤字路線への補助によりバスサービスが維持され、また、特殊運賃区

間制度の導入により運賃面でも利便性が確保されていることなどが、郊外部の居住環境の

利便性を高めている大きな要因の一つと考えられる。つまり、今後集約化を目指す中で、

人口の高密度化を図る地域においては、郊外部と比較して、より高い水準のサービスを提

供する都市政策が必要である。 
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第９章 結論 

 

9.1 本論文の成果 

人口減少・高齢化社会における都市のあり方を考えると、これからは集約型都市構造に

向けた都市政策が重要である。しかし、全国の都市では集約型都市構造へ向けた取り組み

が進んでいるが、交通機能や都市施設などの郊外化が定着した都市において、都市の集約

化は容易ではない。今後は都心部の居住環境や交通利便性がより高い都市構造に転換し、

低密度で交通の利便性も低い地域の人口を増やさないことを目指すことが重要となる。ま

た、都市の集約化を進める上では、多角的な視点から現状の都市構造を評価し、方策を考

える必要がある。 

ところで、これまで都市構造に関する評価は、集約型都市が交通や環境に与える影響を

対象とし、集約型都市構造が実現した場合の効果検証に主眼がおかれ、現状の都市構造が

集約型都市構造に転換が可能かを評価する手法は確立されていなかった。 

本論文は、ネットワーク DEA(包絡分析法:Data Envelopment Analysis) を用いて、効率性

の観点から都市の集約化に向けた都市構造評価手法を構築することを目的とした。さらに

その手法を用いて札幌市を対象に都市構造を評価し、都市の集約化に向けて改善すべき要

因について明らかにした。 

各章の成果を以下にまとめる。 

第 1 章においては、研究の背景、目的、論文の構成について述べた。すなわち、集約型

都市構造に向けた都市構造評価手法の構築が重要であることを指摘し、本論文に関わる研

究の必要性を明らかにした。 

第 2 章では、第 2 章は集約型都市構造を取りまく環境や課題、既存研究を整理し、現状

の都市構造を評価する手法が確立されていないことを述べるとともに、本論文の位置づけ

を明確にした。 

第 3 章では、本論文の中心となる集約型都市構造に向けた都市構造評価手法についての

理論的説明を行った。すなわち、｢居住環境利便性｣、｢道路空間サービスレベル｣、｢歩行空

間サービスレベル｣について、ネットワーク DEA を用いて効率性の観点から都市内の各地

域を相対評価することにより、集約型都市構造の可能性とそれにむけた各地域の改善策を

提案する手法を提案した。 

第 4 章では、本論文の分析対象地域である札幌市の変遷をまとめた。すなわち、人口構

造、市街化区域面積の推移、都市交通の変遷について整理した。 

第 5 章では、札幌市を対象として、ネットワーク DEA による居住環境利便性評価手法

を適用し、札幌市の都市構造を評価した。ここでは、｢住民生活利便性｣、｢公共交通利便性｣、
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｢自動車利便性｣に着目し、ネットワーク DEA を用いて各地域の効率性評価を行うことで、

郊外部の方が都心よりも少ない居住費で効率的に高い利便性を享受できる都市構造である

ことを明らかにし、都心回帰を促進するための方策を提示した。 

第 6 章は、札幌市を対象として、ネットワーク DEA による道路空間サービスレベル評

価手法を適用し、｢円滑性｣と｢安全性｣について各地域の道路空間サービスレベルを評価し

た。その結果、多種の要因を考慮した場合、札幌都心部や郊外部の計 5 区間のサービスレ

ベルが高いことが、明確になった。 

第 7 章は、同じく札幌市を対象として DEA による歩行空間サービスレベル評価手法を

適用し、各地域の歩行空間サービスレベルの評価を行った。その結果、歩行者・自転車通

行量、都市施設、将来高齢者数に対して、現状の歩行サービスレベルが低い区間を広域的

な観点から、具体的に明らかにした。 

第 8 章では、第 5 章から第 7 章で評価した各地域の｢居住環境利便性｣、｢道路空間サー

ビスレベル｣、｢歩行空間サービスレベル｣の 3 つの観点から、札幌市の各地域を総合的に評

価した。すなわち、3 つの評価項目がすべて高い評価となっているか、あるいはどの項目

の評価が低いかを地域ごとに明らかにし、集約型都市構造に向けて各地域の改善すべき方

向性を提案した。その結果、札幌市は、都心部の居住環境利便性は高いが、集約化に伴っ

て道路空間、歩行空間は改善の必要があることを明らかにした。また、集約型都市構造を

進める上で重要となる札幌市の地域中心核については、利便性を効率性の観点から評価す

ると相対的に低く、集約型都市構造実現のために改善する必要があることを示した。 
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9.2 今後の課題 

今後の課題を以下に示す。 

 

(1)  本論文では、ネットワーク DEA を用いて、居住環境の利便性を評価し、改善案に

ついて考察を行った。しかし、提案した改善案について、特に地価について行政は直

接コントロールすることはできない。そこで、都心部と都心部近郊地域において都市

計画税の減税、家賃補助、新築補助など間接的な対応としての施策案が考えられるが、

施策案を導入した際の都市構造への影響等について、検証することが必要である。 

 

(2)  本論文では、道路空間サービスレベルについて、円滑性と安全性の観点から、ネッ

トワーク DEA を用いた総合的な評価手法を構築し、定量的に札幌市内の道路空間サ

ービスレベルを評価した。しかし、安全性の出力変数である事故件数については総数

としていることから、事故類型のデータを収集し、人対車両事故などの類型別に評価

することで、安全性を高める対策立案が可能となり、特に集約させたい地域を重点的

に考えることで安全性を高め、集約型都市構造に寄与できると考える。 

 

(3)  本論文では、自動車を主体とした道路空間形成により、多くの問題を抱えている歩

行空間について、DEA の CCR モデルにより、サービスレベル評価手法を構築し、評

価を行った。入出力項目に都市施設数や将来人口などを含めて評価を行っているが、

近年、歩道において歩行者と自転車の錯綜による交通事故が多発しており、このよう

な背景から、「歩行者と自転車の事故件数」を含めた評価を行うことも重要である。

特に都心部においては、自転車利用者数も増加傾向にあり、歩行空間と自転車空間整

備の必要性も高まっている。このような背景から、集約型都市進める上では、都心部

や都心部近郊において、安全な歩行・自転車空間整備を考えることが重要である。 

 

(4)  本論文では、「居住環境の利便性」、「道路空間サービスレベル」、「歩行空間サービ

スレベル」の 3 つの観点から、ネットワーク DEA を用いて都市構造評価手法を構築

し、総合的に評価した。本論文で構築した評価手法は、DEA の相対評価である特徴

を活かし、札幌市内における現状の都市構造評価として、集約化の可能性や各地域の

問題点について論じることができた。しかし、提案される改善案については、あくま

でも目標値に過ぎず、今後の集約化に向けた施策提案や実現性については、更なる考

究が必要である。 
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